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第１部 調査の経緯及び目的

特許庁は，政府が策定した「電子政府構築計画」（平成１５年７月１７

日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）を踏まえ，業務の効

率化による特許審査の迅速化，特許出願人の利便性の向上，レガシーシス

テムからの脱却によるシステム費用の削減等を目的として，同庁の事務処

理システムのあり方の見直しを行ってきたが，同１６年１０月に「特許庁

業務・システム最適化計画」が，同１７年８月にはその改訂版が策定され，

以後，同計画に沿って新たな事務処理システム（以下，「運営基盤システ

ム」という。）の導入が進められた。

平成１８年７月に運営基盤システムの設計・開発業者の入札公告が行わ

れ，東芝ソリューション株式会社（以下，「東芝ソリューション」又は「Ｔ

ＳＯＬ」という。）が９９億２５００万円で落札し，同年１２月に特許庁

と同社との間で設計・開発に係る請負契約が締結され，以後今日に至るま

で，同社による設計作業が進められているところである。

その後の平成２１年１１月に，経済産業省外部の者から特許庁に対し，

運営基盤システムの開発を行う企業の社員と特許庁職員が飲食をともに

しているとの情報提供があり，特許庁及び経済産業省において関係職員に

対する調査が開始されたが，同２２年３月には，上記入札前に特許庁職員

から運営基盤システムの開発を行う企業の社員への情報漏洩があったと

の一部報道があり，直嶋正行経済産業大臣の指示で，直ちに増子経済産業

副大臣をヘッドとする経済産業省内部の調査チームが立ち上げられた。

以後この調査チームが中心となり，運営基盤システムに関係する事業者

と特許庁職員の関係全般についての内部調査が進められるとともに，並行

して警察当局に対する相談と全面的な情報及び資料の提供が行われてき

た。

同年６月２２日，特許庁審判部審判官のＡ職員が，株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ（以下，「ＮＴＴデータ」という。）社員から，職務に関しタ

クシー乗車の利益の提供を受けたとの容疑により収賄罪で警視庁に逮捕

された。



2

直嶋経済産業大臣は，この事態を重く受け止め，再発防止と綱紀粛正を

徹底すべく，それまでの内部調査に替えて，経済産業省外部の専門知識を

有する者による更なる調査が必要と判断した。

かかる事情の下，平成２２年６月２９日，直嶋経済産業大臣の委嘱によ

り，上記逮捕容疑に係る事実関係，及びこれと同様に特許庁職員が事業者

に対して運営基盤システムに関する便宜を供与し又は事業者から利益の

供与を受けた可能性がある事案に関する事実関係の解明及び再発防止の

ために必要な措置等の検討，並びに運営基盤システムの技術的な検証及び

改善措置の検討を目的として，以下の６名を委員とする特許庁情報システ

ムに関する調査委員会が構成された。

委員長 五木田 彬（弁護士）

委 員 遠藤 紘一（リコージャパン株式会社代表取締役会長執

行役員）

委 員 大森 一志（弁護士）

委 員 大山 永昭（東京工業大学像情報工学研究所教授）

委 員 三木 茂 （弁護士）

委 員 村田 真一（弁護士）

なお，当委員会においては，五木田委員長，大森委員及び村田委員が事

実関係の解明と再発防止策の検討を，遠藤委員，大山委員及び三木委員が

技術的な検証及び改善措置の検討をそれぞれ担当し，分担して調査を行っ

た（以下，前者を「事実解明チーム」，後者を「技術検証チーム」と呼ぶ

ことがある）。本報告書の第１部及び第２部は事実解明チームが，第３部

は技術検証チームがそれぞれ作成したものである。

当委員会の調査期間は，平成２２年６月２９日から同年８月２０日であ

る。
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第２部 事実関係の解明及び再発防止策について（事実解明チ

ーム担当）

第１ 事実解明チームの調査方法等

１ 事実解明チームの調査対象

同チームは，Ａ職員の逮捕容疑とされたＮＴＴデータからのタクシー

乗車の利益の提供にかかる事実関係の解明のほか，同社を含む事業者か

ら同人に対する飲食の提供等の有無，事業者から他の特許庁職員に対す

るタクシー乗車の利益又は飲食の提供等の有無，Ａ職員を含む同庁職員

から事業者に対する内部文書又は情報等の提供の有無にかかる事実関

係の解明を調査対象とし，加えて，同種事案の再発防止のため必要な再

発防止措置の提言を行うことを目的とした。

２ 調査の方法

事実解明チームは，運営基盤システムに関する特許庁内部の関係資料

の調査に加え，以下のとおり，事業者からの報告書・提出書類の調査，

同庁職員からのヒアリングによる調査，同庁職員に対する質問書の送付

とこれに対する回答書の回収による調査等を行った。

①事業者からの報告書

経済産業省を通じて，特許庁との間でこれまでに事務処理システム

に関する契約を締結したことのある主要事業者８社に対し，同庁職員

との業務上の関わり，同庁職員からの内部情報の提供の有無とその詳

細，同庁職員への内部情報提供の働きかけの有無と詳細，同庁職員に

対する飲食又はタクシー券その他の金品の提供の有無とその詳細（提

供の事実がある場合には，飲食店の領収書の写し又はタクシー券の写

し，飲食の案内の事実を示す電子メールの写し等）の報告・提出を求
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め，これらの資料による調査を行った。

②特許庁職員からのヒアリング

平成１８年７月の入札公告前後の時期に運営基盤システムの開発を

担当していた特許庁総務部情報システム室，同部総務課業務・システ

ム最適化推進室，同課統合運営基盤企画室，同課情報技術企画室，同

課システム開発室の管理職歴任者及び室員歴任者のうち，運営基盤シ

ステム調達全体の構造を把握していたと思われる管理職歴任者，各事

業者からの報告書等から飲食やタクシー券の提供を受け情報の提供

を行った可能性が見られた職員，上記入札公告前後における総務課長

歴任者，事業者との契約事務を担当する同部会計課の課員歴任者並び

に特許庁長官ら合計１８名（延べ２４名）に対して，ヒアリングによ

る調査を行った。

③特許庁職員に対する質問書の送付

上記ヒアリングの対象者を含む上記各室の管理職歴任者及び室員歴

任者並びにシステム調達における事業者との契約事務を担当する特許

庁総務部会計課の課員歴任者，合計８９名に対して，質問書の送付と

これに対する回答書の回収による調査を行った。

事実解明チームは，上記の関係資料，事業者からの報告書，領収書又

はタクシー券写等の提出書類，特許庁職員の回答書等を分析検討し，必

要と思われる資料については追加請求し，上記対象者のヒアリングを行

うなど事実関係の究明に努めたが，同庁内部の関係資料・データ，事業

者における同庁職員との飲食や情報交換等の記録・データには，既に保

管期限の経過により廃棄され，或いは個人的データとして各人により抹

消され保存されていないものなどが多く，特に，事業者からの回答書は，

根拠となる資料の取捨選択と当委員会に対する証拠の開示の範囲を含

めて，各社の任意の協力を前提とせざるを得ないことなどの制約があり，

このため同チームにおいて調査検討を行うことができた関係資料は自

から限定されたものとならざるを得ない状況にあった。

事実解明チームの調査は，以上のような制約の下，可能な範囲で行わ
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れたものであることをあらかじめ付言しておく。

３ 調査報告結果について

調査報告書の事実解明チーム担当部分は，同チームの３名の委員の協

議を経て前述した関係資料に基づき事実関係を認定し，これに法律上の

検討を加え，委員全員の一致による結論を記載し作成したものである。

第２ 事実関係

１ 背景事情

事実解明チームが調査検討した関係各資料やヒアリング等によれば，

以下のような背景事情が認められる。

（１）最適化計画

特許庁は，平成２年に，審査の迅速化を進めるため，特許・実用

新案の手続にペーパーレスシステムを世界に先駆けて導入し，米欧主

要国特許庁との間にＩＴネットワークを構築するなど，我が国内にお

いて電子政府に向けた先進的取り組みを進めてきた。

しかし，同庁の業務内容は，出願処理，方式審査，実体審査，審判

等の様々な類型に分かれており，こうした業務類型の違いにそれぞれ

対応するシステム仕様が求められてきた上に，開発後の十数年間に

おける累次の特許・実用新案制度の改正等に伴って何段階もの改

造が積み重ねられてきたことから，同庁全体のシステムの構造が

非常に複雑なものとなっていた。このため，新たな改造の必要が

生じた際に全てのシステムを迅速かつ整合的に調整することが

困難となり，利用者の使い勝手が悪くなり，使用する機器のサポ

ート期限が切れてしまうなどの問題が生じ始めていた。



6

また，開発後のシステムの著作権は，利用主体である特許庁で

はなく，開発事業者であるＮＴＴデータが所有することとされ，

同社が同庁に対してシステムを供用し，保守・運用サービスを提

供する契約（データ通信サービス）が締結されていたが，こうし

た契約を締結することにより同庁は，開発の当初に要する初期コ

ストをＮＴＴデータへの毎年のシステム使用料の支払いという

形で平準化することができた。

一方，かかる契約の下では，ハードウェアとソフトウェアを分

離して調達したり，運用開始後のメンテナンスサービスやシステ

ムの追加改造等の調達において，ＮＴＴデータ以外の事業者が参

加する競争入札を導入することは困難であったことから，中長期

的にはコストが高止まりする可能性が生じていた。

さらに，上述のとおり，追加改造等に伴ってシステムの構造が

非常に複雑化していたことに加え，かかる追加改造や運用・管理

サービスの提供が長期間にわたりＮＴＴデータに独占されてき

たことから，システムの著作権の問題のみならず，システムに関

する知識・ノウハウ等の点からも，利用主体である特許庁自らが

主体的に管理し，独立的にシステム開発を進めることは困難な状

況となっていた。

この状況を改善するためには，システムの著作権を特許庁がＮ

ＴＴデータから購入する必要があったが，そのためには，システ

ム構築以後の追加改造費用を含めた投下コスト（残債）をＮＴＴ

データに支払わなければならないことが契約上定められていた。

このような問題が特許庁において顕在化していたころ，政府全

体においても，各府省庁が旧来の必ずしも効率的ではない大規模

システム（レガシーシステム）から脱却し，新たに効率的なシス

テムを導入することにより，業務へのＩＴの導入を推進し，行政

運営の簡素化・効率化・合理化を図る取り組みが進められており，

平成１５年にはこれら取り組みの推進を具体的に定めた「電子政

府構築計画」（平成１５年７月１７日各府省情報化統括責任者（Ｃ
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ＩＯ）連絡会議決定）が策定された（平成１６年６月１４日に一部

改定）。

こうした状況を背景として，平成１６年１０月，特許庁において，

旧来のシステムに替わる新たな効率的システムを開発・導入し，

出願人等の利便性向上や審査の迅速化，システム経費の削減に資

する効率的な事務処理システムの開発を進めることを内容とす

る「特許庁業務・システム最適化計画」（以下，「最適化計画」と

いう。）が策定された。

また，平成１６年度には，レガシーシステムからの脱却の第一

歩として，ＮＴＴデータへの残債の支払いを完了し，既存のシス

テムの著作権を所有し，主体的な開発を進める体制を整備するこ

ととした。さらに同１７年８月には，計画内容の明確化とスケジ

ュールの詳細化を行った最適化計画改訂版が策定されて，運営基

盤システムの開発・導入プロジェクトが開始されることとなった。

最適化計画は，先行して開発中の「特許庁運営基盤システム」と「特

許庁新検索システム」から構成され，段階的に開発に着手することと

されているが，平成１８年から設計開発が既に開始されている「運営

基盤システム」は，同庁の主要業務である特許，実用新案，意匠，商

標に関する出願の受付，方式審査，実体審査，登録，公報発行，審判

等の一連の業務を一貫して処理するシステムである。

本システム構築にあたっては，業務機能及び業務プロセスの徹底し

た可視化，システム基盤の大幅な見直しといった抜本的な改革を行い，

急激な知的財産の環境変化へ対応するため，特許庁が主体的に管理し

やすく，今後の法制度改正，運用変更等に柔軟に対応可能なシステム

を目指し，設計・開発を進めている。

他方，同計画の策定と並行して，政府調達につき大規模システ

ム（設計・開発が５億円以上のシステム）は一括調達ではなく原

則として分離して調達すること等が検討されており，平成１９年

３月には，政府全体で策定された「情報システムに係る政府調達

の基本指針」（同１９年３月１日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）
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連絡会議決定）において，大規模システムの調達は一括ではなく原

則として分離して実施すること等が定められた。

特許庁の最適化計画についても，政府内での検討過程において，

調達コストの低減等を図る観点から同様の対応が求められ，上記

基本指針の決定に先立って分離調達を導入することとなった。具

体的には，運営基盤システムの設計・開発のプロセスを，①共通して

使用される部分のソフトウェア（基盤部分）の設計・開発，②個別業

務を実現するためのソフトウェア（個別業務部分）の設計，③個別業

務部分の開発，④ハードウェアの導入に分けた上で，①と②の担当事

業者，③の担当事業者及び④の納入事業者をそれぞれ独立して調達す

ることとなった。

（２）運営基盤システム設計における調達手続

平成１８年５月１２日，特許庁からシステム開発業者３２社に対し，

運営基盤システムの設計・開発担当業者（上記①と②の担当事業者）

の調達のための入札仕様書（案）が配布され，同月１９日には，仕様

書（案）説明会が実施された。

同年７月１０日には，上記設計・開発担当業者の入札公告が行わ

れ，２７社に対し，仕様書，提案書雛型を含む入札資料が配布され，

同月１８日に実施された入札説明会には，１４社が参加した。

入札には，東芝ソリューション（ＴＳＯＬ），株式会社日立製作所

（以下，「日立」という。）及びＮＴＴデータの３社が参加し，入札締

切後の同年９月８日から同年１１月８日までの間，１６名の技術評価

委員による審査が行われた。

審査の結果，ＴＳＯＬが，技術点で日立，ＮＴＴデータを下回った

ものの，価格点では上記２社を上回り，低価格調査を経て予定価格の

６割以下の価格で落札した。同年１２月には特許庁と同社が請負契

約を締結し，設計作業が開始された。

（３）調達手続後の運営基盤システム設計・開発の状況
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ＴＳＯＬによる設計作業は，平成１８年当初６０人体制でプロジェ

クトをスタートさせたが，翌年初めには遅延が始まったため，順次増

員を行い，同１９年３月には２００人，同年５月には４５０人体制と

した。

しかし，特許庁の業務をＴＳＯＬ側に理解させるための研修等に想

定を超える長い時間を要したこと，研修等を受けた同社担当者が業務

設計から外れることがしばしばあったことから，上記増員も作業効率

の向上には繋がらず，他方，同庁においても，システムユーザーであ

る原課（審査部，審判部等）からの追加的要求事項が開発着手後に増

大し，作業遅延に拍車をかけたなどの事情から，ＴＳＯＬによる作業

速度は当初想定よりもかなり遅いものとなっていた。

本プロジェクトにかかる業務要件をまとめた「業務要件確認書」及

び新業務フローにおける書類，処理内容及び画面遷移等の新業務機能

を詳細化した「基本業務設計書」は，仕様書上，平成１９年９月まで

に作成する必要があったが，いずれも完成することはできなかった。

こうした遅延状況を踏まえ，同２０年１０月，システム稼働時期を当

初計画から 1 年遅れの同２４年１月とする「特許庁・業務システム最

適化計画（再改訂版）」が公表された。

ＴＳＯＬは，工程の遅れの解消に向けて，大幅な人員の増強でこれ

に対処しようとし，平成２０年１１月以降には１，３００人もの体制

を整えたが，このような急激な増員は，かえって設計指示の不徹底や

実施手順の不統一を招き，設計成果物の「品質の不均一」が生じるこ

ととなった。

こうした混乱が続いた場合，スケジュールが大幅に遅延してしまう

のみならず，設計成果物の品質自体も使用に耐えないものとなり，プ

ロジェクトの完遂そのものに大きな支障が生じると懸念されたことか

ら，特許庁はかかる事態を収拾するべく，平成２０年度末から様々な

対策を講じることとした。

まずは，平成２１年３月に，プロジェクトの段階的な進捗を確実な

ものとするために，ＴＳＯＬとの間で，契約の最終成果物のみならず，



10 

中間成果物（「業務要件確認書」と「基本業務設計書」）を提出する時

期，及び契約が遅延した場合の契約解除等の事項について明確にする

「確認書」を取り交わした。

また，平成２１年４月からは，これまでの遅延の原因（設計品質の

不均一，是正方法の不存在，特許庁内の原課から多数の要望）を分析

し，抜本的な改善を図るべく，新たな設計アプローチを採用すること

とした。具体的には，同庁職員も参画し，ＴＳＯＬ社員と共同で，各

設計書において記載すべき内容と範囲とを明確化した「設計規約」を

作成し，これに基づいて各担当者が作業を進めることにより，グルー

プ間でばらつきの大きかった設計成果物の品質の確保・均一化を図る

こととなった。

さらに，平成２１年５月末（同年３月に特許庁とＴＳＯＬとの間で

確認された期限）までに「業務要件確認書」と「基本業務設計書」が

ＴＳＯＬから納入されなかったことから，特許庁は，同年７月以降，

ＴＳＯＬの親会社である東芝本社に対する開発へのコミットメント

を求め，東芝本社によって直接進捗状況の管理が行われることとなっ

た。

しかし，その後にＴＳＯＬから提出された成果物の品質も十分なも

のではなく，特許庁と東芝本社との交渉を経て，内部設計書の納入期

限は平成２２年２月に，システムの稼働時期は同２６年１月に再延長

され，同２１年１０月には当該リスケジュールを反映した「特許庁業

務・システム最適化計画（再々改訂版）」が策定された。

成果物の最終版は平成２２年６月３０日に特許庁に納入されたが，

なおも相当程度の残件があることが確認されている。

上記の最終版の納入に先立って，同年４月の開始が予定されていた

業務処理機能の基幹部分に係る開発業務の入札公告は，運営基盤シス

テムに係る情報漏洩の一部報道があったこと等を踏まえて延期され

た。現在，運営基盤システムについては，当委員会による技術的検証

を行っているため，調達が中断している状況にある。
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（４）特許庁における最適化計画の推進体制

平成２２年３月まで，特許庁においては，現行の事務処理システム

も含めたシステム業務全体を統括する総務部情報システム室の総括

の下，プロジェクト実施を主として担当する部局として，プロジェク

トの全体管理と設計の実作業の主要部分等を担当する同部総務課業

務・システム最適化推進室，庁内の各部局との調整及びＴＳＯＬとの

一元的な窓口機能等を担当する同課統合運営基盤企画室の２室が設

置されていた。

これらの部局の他，プロジェクト関連の予算事務等を担当する同課

情報技術企画室，既存の事務処理システムの管理・運用等を担当する

同課システム開発室，及び運営基盤システムを含めた政府調達関係の

契約事務を担当する同部会計課契約第二班も，プロジェクトの進捗に

関与していた。

審査業務や審判業務等を担当する庁内の他部局は，設計作業の進捗

に併せて，これらの部局を介して随時設計内容についての協議を受け，

業務上のニーズを設計に反映させるべく意見具申等を行う等の間接

的な関与はしてきたが，設計作業そのものや入札手続等には直接関与

していない。

２ 事業者からの利益供与と内部情報等の提供

事実解明チームは，第１で述べたとおり，最適化計画に基づく運営基

盤システムに関する特許庁内部の関係資料の調査に加え，事業者からの

報告書・提出書類の調査，同庁職員からのヒアリングによる調査，同庁

職員に対する質問書の送付とこれに対する回答書の回収による調査を

行ったが，同庁内部の関係資料や事業者における同庁職員との飲食や情

報交換等の記録には前述の理由により既に廃棄等の処分をされたもの

が多く，事業者から提供された飲食店の領収書の写し又はタクシー券の

写し，飲食の案内を示す事業者から同庁職員への電子メールの写し等は

残存するも完全なものではないことなどから，事業者によるタクシー運



12 

賃の支払や飲食等の提供の有無，事業者に対する内部情報の提供等の有

無につき徹底した調査解明を行うには証拠的な限界が存在した。

同時に，事業者から特許庁職員に対するタクシー乗車又は飲食等の利

益の提供，職員から事業者に対する内部情報等の提供は，当該職員らの

刑事責任に関係し得るものであることから，事実解明チームの事実認定

においては，領収書，タクシー券等の客観的物的な証拠をベースに，事

業者の社員又は特許庁職員の記憶や供述内容も考慮しながら，慎重な検

討を行ったものである。

以下，本調査において，事業者からのタクシー乗車又は飲食等の利益

の提供，事業者に対する内部情報の提供などの事実が認められた特許庁

職員につき報告する。

（１）Ａ職員

ア 最適化計画に関わる経緯

Ａ職員は，昭和６２年４月に，システムエンジニアとして特許庁

に入庁後，主として，庁内のシステム開発に携わっており，平成１

６年４月から，平成１６年９月まで，総務部情報システム課長補佐

（情報技術企画室企画班長）として，最適化計画の策定に関与した。

Ａ職員は，平成１６年にはＴＳＯＬとＮＴＴデータの協業応札と

なった業務用パソコンの調達にも関与したが，このころから調達案

件やシステム開発について，必要な情報をＮＴＴデータ社員に提供

する見返りとして，同社員から飲食接待を受け帰宅のためのタクシ

ー運賃の支払いを受けるようになっていった。

その後，Ａ職員は最適化計画に直接関わってはいないが，最適化

計画はその目的の１つに，ＮＴＴデータのデータ通信サービスから

の脱却（レガシーシステムからの脱却）も掲げており，これにより

特許庁がＮＴＴデータへの情報開示に消極的になり，ＮＴＴデータ

側でも同庁内部の情報収集が困難となっていたことなどから，Ａ職

員が審査部へ異動後も，ＮＴＴデータによる情報収集のための飲食
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接待・タクシー運賃の供与は継続された。

その後，前記のとおり，最適化計画における運営基盤システム設

計・開発等はＴＳＯＬが落札したが，ＮＴＴデータは，運営基

盤システムに続く個別業務部分の開発の受注を目指し，ＴＳＯ

Ｌによる落札後も，情報収集のためＡ職員への飲食接待等を継

続し，平成２１年４月に同人が審判部に異動した後も継続して

いた。

しかしながら，平成２１年１２月には，特許庁がＮＴＴデー

タからＡ職員に対する飲食接待・タクシー運賃の支払い等を調

査していることが，Ａ職員及びＮＴＴデータ社員の知るところ

となり，以後は行われなくなった。

イ 飲食又はタクシー乗車の利益の供与

事実解明チームのＡ職員に対するヒアリングにおいては，上記事

実経緯の他，事業者からのタクシー乗車の利益や飲食の提供につい

て，同人から相当具体的な供述が得られた。

Ａ職員の供述は，総じて詳細かつ具体的であり，事業者の報告内

容と符合するものが多く，極めて信用性が高いと評価できることか

ら，同チームは，事業者からの飲食等の利益提供が疑われる案件の

うち，同人が具体的に記憶し，かつ領収書等の客観的証拠が存在し

ているものについては，同人の記憶どおりの事実が認められると判

断した。

事業者からＡ職員に対しタクシー乗車の利益の提供がなされたと

認められた事例は，別表１－１のとおり，７１件で，合計金額は，

２７２万３７００円であった。

また，事業者からＡ職員に対する飲食の利益の提供が認められた

事例は，別表１－２のとおり，１５件で，合計金額は１６万５０７

０円であった。

ウ 内部情報の提供等
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事実解明チームのＡ職員に対するヒアリング等の結果，Ａ職員は，

ＮＴＴデータから多数回に及ぶ飲食接待を受ける過程で，ＮＴＴデ

ータに対し，特許庁内部の資料を供与していたことが認められた。

そのうち，実際のデータ又は資料そのものが残存し，かつ同人が

ＮＴＴデータ社員に提供した記憶が定かであるものの多くは，最適

化計画に関するものであり，基盤部分の調達仕様，「最適化の原理」

（Ａ職員が，最適化計画遂行に根本原理として挙げる，①書類モデ

ル，②５機能４プロトコル，③名前空間，の３つの考え方）に関す

る資料，基盤部分の開発状況と個別業務部分の調達に関する資料，

最適化計画以前の平成２１年に同計画とは無関係に調達された業

務パソコンの調達仕様に関する資料等である。

Ａ職員がＮＴＴデータに提供した上記資料は，そのほとんどが庁

内の「お知らせ」又は共有フォルダから同人の業務内において入手

したものであり，その一部には，同人が情報システム室の経験者で

あり最適化計画に対する庁内有識者として，同室員等からＥメール

等で入手したものも含まれていた。

上記各資料提供の動機は，Ａ職員によれば，平成２０年夏ころ，

基盤部分の開発がまだ外部（基本）設計の５０％にも達していない

状況で，特許庁が基盤部分の上に構築される個別業務部分の開発を

調達する手続きに入ろうとしていたため，Ａ職員をはじめ情報シス

テム室員，庁内有識者が様々な方面に上記調達の中止を働きかけて

おり，同人は，上記個別業務部分の開発にかかる調達の落札最有力

候補であるＮＴＴデータに対し，現状では応札できる状況にないこ

とを知らせるとともに，上記調達の中止に向けて特許庁に強く働き

かけてもらいたいとの思いで，多くの資料を提供したとのことであ

る。

（２）Ｂ職員

ア 最適化計画に関わる経緯
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Ｂ職員は，平成７年４月に特許庁に入庁後，電気機器分野の審査

業務に携わってきたが，同１４年４月には審査業務部情報システム

課に併任となり（同１６年４月に審査業務部から総務部へ移管），同

１６年４月から審査部に異動する同１７年７月までの間，最適化の

アーキテクチャの検討，最適化計画に必要な人員の担保等，同計画

の立ち上げに中心的に関与した。

平成１７年７月以降，Ｂ職員は審査部での審査業務に従事するこ

ととなったが，同人が中心となって最適化計画立ち上げに関与した

上，情報システム技術に関する同人の能力には優れたものがあった

ことから，上記異動後も，業務・システム最適化推進室の室員らか

ら，同人に対しＥメール等を通じて最適化計画に関する相談等がな

されることが多くあった。

平成１７年８月上旬ころからは，ＴＳＯＬ社員との間でＢ職員主

催による検討会が開かれるようになり，以後，同１８年５月ころま

で開催された。検討会は，Ｂ職員が事前にＴＳＯＬ社員にキーワー

ドを与え，かかるキーワードを基にＴＳＯＬ社員が検討し，その検

討結果を検討会で報告し，それについて議論を行うという形で行わ

れていた模様である。Ｂ職員が始めた上記検討会は，同１８年５月

以降は後述するＣ職員に引き継がれ，同年夏ころまで開催された。

また，平成１７年４月には，Ｂ職員から日立に対し勉強会開催の

要請があり，この要請を受けて日立は同年５月から「最適化検討打

ち合わせ」と称する勉強会を開始した。この勉強会は，Ｂ職員から

提示された課題について，日立社員がその実現方法を提示し議論す

る形で行われ，同１８年１１月ころまで開催された。

平成１８年１２月からＴＳＯＬによる運営基盤システムの設計・

開発が開始されたが，大幅な作業の遅延，設計成果物の品質問題等

の混乱が続いたことは前記「１ 背景事情」で述べたとおりである。

この間にあって，最適化計画担当の若手の情報システム室員の中

には，上司である管理職の能力や考え方について不信感等を抱く者

も少なからず存在したようであり，こうした室員が上記システムの
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設計開発につきＢ職員に相談を持ちかけたりすることがあったこと

から，こうした混迷を打開するためＢ職員の技術力が不可欠と判断

したＣ職員による管理職への働きかけもあり，平成２１年４月から，

Ｂ職員は再び情報システム室課長補佐として最適化計画に関与する

ようになった。

Ｂ職員は，情報システム室に復帰後，上述した「設計規約」（特許

庁職員とＴＳＯＬ社員と共同で，各設計書において記載すべき内容

と範囲とを明確化したもの）の作成に中心的役割を果たし，以後こ

れに基づいて各担当者が作業を進めることにより，グループ間でば

らつきの大きかった設計成果物の品質の確保・均一化を図ることと

なった。

イ 飲食又はタクシー乗車の利益の供与

事実解明チームがＢ職員に対し行ったヒアリングにおいて，同人

は事業者からのタクシー乗車又は飲食等の利益提供につき具体的な

記憶がないと供述し，そこで同チームは，同人の記憶喚起のため，

事業者からの報告その他の資料に基づき上記の利益提供が疑われる

案件のリストを示したが，同人はリスト記載の全ての案件につき記

憶がないと述べ，事実上，タクシー乗車又は飲食等の利益提供に関

する供述を拒否した。

このため，事実解明チームは，Ｂ職員の供述以外の証拠により事

実認定を行うこととし，事業者による飲食等の利益提供が疑われる

案件のうち，以下の条件のいずれかを満たすものをタクシー乗車又

は飲食の利益供与として認定した。

① Ｂ職員の自宅近辺（王子）を行き先（あるいは経由地）とするタ

クシー券の控え，飲食店の領収書，事業者社員の記憶（及びＥメー

ル等）から，事業者自らが，Ｂ職員へのタクシー乗車の利益又は（及

び）飲食の提供があったと思われる（あるいは，極めて確実性が高

い）と報告したもの
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② Ｂ職員の自宅近辺を行き先（あるいは経由地）とするタクシー券

の控えが存在し，事業者社員の記憶（及びＥメール等）から，事

業者自らが，Ｂ職員へのタクシー乗車の利益の提供がなされたと

思われる（あるいは，極めて確実性が高い）と報告したもの

③ 飲食店の領収書が存在し，事業者社員の記憶（及びＥメール等）

から，事業者自らが，Ｂ職員への飲食の利益の提供があったと思

われる（あるいは，極めて確実性が高い）と報告したもの

事業者からＢ職員に対するタクシー乗車の利益が提供されたと

認められた事例は，別表２－１のとおり，２７件で，合計金額は１

８万７８３０円であった。

また，事業者からＢ職員に対する飲食の利益提供が認められた事

例は，別表２－２のとおり，３３件で，合計金額は，１９万９４７

６円であった。

なお，別表２－１のタクシー乗車の利益金額のうち，Ｂ職員の自

宅近辺が最終目的地ではなく経由地となっているものについては，

始発地から上記経由地までのタクシー乗車の利益を示すと認められ

た他のタクシー券の金額中の最少額を認定額とした。

また，別表２－２の「一人当たり金額（円）」は，飲食店の領収

書の金額を，事業者社内の交際費データ記載の人数又は事業者社員

が記憶している人数のうち，いずれか多い方で除して算定した。

ところで，本調査にあたり，ＴＳＯＬと日立からは，タクシー券

の控え及び飲食店の領収書に加え，社員に対するヒアリングの結果

得られた社員の具体的な供述等から，タクシー乗車の利益及び飲食

の提供の有無に関する各事業者としての判断を示す報告書が提出さ

れたが，ＮＴＴデータからは上記２社に匹敵する報告書は提出され

ず，このため別表２－１及び２－２の「企業名」欄記載のとおり，

ＮＴＴデータによるタクシー乗車又は飲食の利益の提供を認定する

には至らなかったことを付言しておく。

なお，アクセンチュア株式会社（以下，「アクセンチュア」とい



18 

う。）及び富士通株式会社からもＢ職員との飲食に関する報告がなさ

れたが，その内容はいずれも参加者が割り勘で飲食料金を支払い，

会社からの出金がなく領収書等が存在しないというものであるため，

同人に対する利益提供に認定しない。

ウ 内部情報の提供等

上記のとおり，平成１７年８月上旬ころからＴＳＯＬ社員との間

でＢ職員主催による検討会が開かれていたが，同１８年７月下旬及

び同年８月下旬に少なくとも４～５回開かれた会合において，Ｂ職

員は各時点でのＴＳＯＬの提案書案を見て，検討会での技術的な考

え方が活かされているか確認し助言していた。

また，平成１７年１２月末ころ，Ｂ職員は，ＴＳＯＬ社員に対し，

同１８年７月に入札公告を予定していた運営基盤システムの設計・

開発等の入札仕様書案（同１７年１２月版）を提供した事実が認め

られる。

最終的な仕様書案がシステム開発業者に配布されたのは，平成１

８年５月１２日であるから，公表から約４カ月半前にＴＳＯＬ社員

が同１７年１２月版の入札仕様書案を入手したことになる。この仕

様書案は全体で４２頁であり，最終版が約８００頁であることを踏

まえればごく一部であり，秘密指定もなされていないが，書き込み

のなされているパートについては，それなりの分量の記載がなされ

ており，これを読むことによって当該パートについては，調達内容

の大枠について推測が可能と見られる。

なお，最終仕様書案がシステム開発業者に対し配布される直前の

平成１８年４月末にも，仕様書案がＴＳＯＬ社員に渡った形跡があ

るが，当該仕様書案の現物の発見には至っておらず，その入手経路

も明らかではない。

さらに，Ｂ職員からＴＳＯＬ社員に対し，平成１７年４月ころか

ら同２１年５月ころにかけて数十回にわたり，Ｂ職員及びＢ職員に

近い情報システム室員らが外部に出ることも前提に作成したと思わ
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れる資料又は議事録，Ｂ職員ら以外の庁内メンバー（管理職等）が

外部に出ることを前提とせずに作成したと見られる資料又は議事録，

庁外者（経済産業省，プロジェクト管理支援業者であるアクセンチ

ュア）を含むメンバーが外部に出ることを前提とせずに作成したと

見られる資料又は議事録，他事業者（ＮＴＴデータ）が特許庁に提

供した資料又は議事録等がＥメール等を通じて送付されている。

（３）Ｃ職員

ア 最適化計画に関わる経緯

Ｃ職員は，平成９年４月に特許庁に入庁後，システムエンジニア

として，庁内の情報システム開発に携わりながら特許審査業務に従

事してきたが，同１７年４月から同年７月まで，総務部情報システ

ム課の機械化専門官・課長補佐として，最適化計画の草稿，最適化

のシステムアーキテクチャの設計を行った。同人は，同１７年７月

から同１８年３月までの間，一時担当を離れた後，再び，総務部情

報システム室，同部総務課業務・システム最適化推進室に課長補佐

として戻り，最適化システムの調達手続担当，及び調達後は最適化

システムの基盤機能及び業務モデルの担当者として，最適化計画の

技術的検討に中心となって従事した。さらに同人は，同２１年４月

から同２２年３月まで，総務課システム開発室システム計画班長と

して，特許庁ハードウェアの予算担当，特許庁情報システム設備設

計及びシステム導入時の導入担当として従事した。

前記のとおり，Ｃ職員は，平成１８年５月以降，ＴＳＯＬ社員と

の検討会を引き継いだが，同検討会では，同人が特許庁内での不満

や情報システムに関する思いを伝え，システム，技術評価等を含む

入札に関する考え方（入札における仕様書，提案書の内容，技術点

等）を述べ，ＴＳＯＬ社員から種々の提案がなされるなど意見交換

が行われていた。

ＴＳＯＬによる運営基盤システムの設計開始後，大幅な作業の遅
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延，設計成果物の品質問題等の混乱が続いたことは前記「１ 背景

事情」で述べたとおりであるが，Ｃ職員は管理職と意見が相違する

こともあり，管理職の能力や考え方について不信感等を抱くことも

少なからずあったようである。

こうした状況下，混迷する現状を打開するためにはＢ職員の技術

力や存在が不可欠と判断したＣ職員は，管理職へも働きかけ，平成

２１年４月から，Ｂ職員が再び情報システム室課長補佐として最適

化計画に関与するようになった。

その後，Ｂ職員が中心となって「設計規約」の作成を行ったこと

は，前述のとおりである。

イ 飲食又はタクシー乗車の利益の供与

事実解明チームがＣ職員に対し行ったヒアリングにおいて，同人

は事業者からのタクシー乗車又は飲食の利益提供につき具体的な記

憶がないと供述し，そこで同チームは，同人の記憶喚起のため，事

業者からの報告その他の資料に基づき上記の利益提供が疑われる案

件のリストを示したが，同人はリスト記載の全ての案件につき記憶

がないと述べ，事実上，タクシー乗車又は飲食の利益提供に関する

供述を拒否した。

このため，事実解明チームは，Ｃ職員についても，Ｂ職員と同様，

本人の供述以外の証拠によって事実認定を行うこととし，事業者に

よる飲食等の利益提供が疑われる案件のうち，以下の条件のいずれ

かを満たすものを同人に対するタクシー乗車又は飲食の利益の供与

として認定した。

① Ｃ職員の自宅近辺（金沢文庫）を行き先（あるいは経由地）

とするタクシー券の控え，飲食店の領収書，事業者社員の記憶

（及びＥメール等）から，事業者自らが，Ｃ職員へのタクシー

乗車の利益又は（及び）飲食の提供があったと思われる（ある

いは，極めて確実性が高い）と報告したもの
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② Ｃ職員の自宅近辺を行き先（あるいは経由地）とするタクシ

ー券の控えが存在し，事業者社員の記憶（及びＥメール等）か

ら，事業者自らが，Ｃ職員へのタクシー乗車の利益の提供がな

されたと思われる（あるいは，極めて確実性が高い）と報告し

たもの

③ 飲食店の領収書が存在し，事業者社員の記憶（及びＥメール

等）から，事業者自らが，Ｃ職員への飲食の利益の提供があっ

たと思われる（あるいは，極めて確実性が高い）と報告したも

の

事業者からＣ職員に対するタクシー乗車の利益の提供がなされ

たと認められた事例は，別表３－１のとおり，２２件で，合計金額

は４１万１８５０円であった。

また，事業者からＣ職員に対する飲食の利益の提供が認められた

事例は，別表３－２のとおり，２１件で，合計金額は，１０万６９

８６円であった。

なお，別表３－１のタクシー金額のうちＣ職員の自宅近辺が最終

目的地ではなく経由地となっている場合の金額算定方法，及び別表

３－２の飲食代金「一人当たり金額（円）」の算定方法は，Ｂ職員に

つき前述したところと同様である。

また，本調査にあたり，ＴＳＯＬと日立からは，タクシー券の控

えや飲食店の領収書に加え，社員に対するヒアリングの結果得られ

た社員の具体的な供述等から，タクシー乗車の利益や飲食の提供の

有無に関する各事業者としての判断を示す報告書が提出されたが，

ＮＴＴデータからは上記２社に匹敵する報告書は提出されず，別表

２－１及び２－２の「企業名」欄記載のとおり，同社からＣ職員に

対する利益提供の事実を認定するには至らなかったことはＢ職員に

つき前述したところと同様である。

なお，アクセンチュアからもＣ職員との飲食に関する報告がなさ

れたが，その内容は参加者が割り勘で飲食料金を支払い，会社から
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の出金がなく領収書等が存在しないというものであるため，同人に

対する利益提供に認定しないこともＢ職員につき述べたところと同

様である。

ウ 内部情報の提供等

Ｃ職員は，上記のとおり，平成１８年５月以降，Ｂ職員が始めた

ＴＳＯＬ社員との検討会を引き継ぎ，同検討会において同人の特許

庁内での不満や情報システムに関する思いを伝え，システム・技術

評価等を含む入札に関する考え方を述べるなどしていたが，同年４

月末ころから５月８日ころの間に，同人からＴＳＯＬ社員に対し，

同年７月の入札公告の際に配布される予定の提案書の雛型が，テン

プレートとして提供された事実が認められた。

同提案書雛型自体は，提案書のフォーマットに過ぎず，秘密指定

もなされておらず，現に提供された雛型の現物は発見されていない

が，同時期に存在した提案書雛型の一部には評価の観点が記載され

ていることから，提案書作成にあたっての参考になり得るものと見

られる。

また，ＴＳＯＬによる落札以降，複数回にわたり，Ｃ職員から同

社社員に対し，最適化計画の進捗状況や特許庁内部の動向等を知る

ことができる情報として，庁内の会議議事録や庁内メンバー（管理

職等）との会話メモ等が送付された事実が認められる。

（４）その他の職員

上記３名以外の職員については，ＴＳＯＬから２回にわたり，合計

約３万７８００円相当の飲食の利益の提供を受けた職員１名が認めら

れた。

第３ 法的検討
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１ 収賄罪

（１）特許庁の組織及び職務権限等

ア 特許庁の組織関係規程（特許庁事務分掌規程）

平成１６年１０月（最適化計画策定時）～同１７年１０月

特許庁 総務部―情報システム課（Ｂ職員，Ｃ職員）

業務・システム最適化推進室

特許審査第四部（Ａ職員）

平成１７年１０月～現在（同１７年１０月に情報システム課を廃

止し，情報システム室を設置したため，形式上，業務･システム最

適化推進室は総務課に移管した。但し，事務の総括整理は情報シス

テム室が担当）

特許庁 総務部 総務課 業務・システム最適化推進室（Ｃ職員）

システム開発室（Ｃ職員）

情報システム室（Ｂ職員，Ｃ職員）

特許審査第四部（Ａ職員，Ｂ職員）

審判部（Ａ職員）

イ 各部署の所管事務等

平成１６年１０月から同１７年１０月までの間，情報システム

課には情報技術企画室，システム開発室，業務・システム最適化

推進室が置かれていた。

情報システム課は，電子計算機により処理に関するシステムの

開発に関する事務，特許庁の所掌事務の電子計算機に関するシス

テムの維持，管理及び改良に関する事務等をつかさどる（特許庁

事務分掌規程･別表）。

情報システム課機械化専門官の所掌事務は，特許庁の総合機械

化の推進に係る事務に関することであった（特許庁事務分掌規
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程・別表）。

業務・システム最適化推進室は，工業所有権に関する業務及び

情報システムの最適化に関する事務をつかさどる（特許庁事務分

掌規程・別表）。

システム開発室は，システムの開発及び管理に関する事務をつ

かさどる（特許庁事務分掌規程･別表）。

情報システム室は，工業所有権に関する情報システムの整備及

び管理に関する事務をつかさどるものとして，総務部の下に置く。

情報システム室は，情報技術企画室，システム開発室及び業務･

システム最適化推進室の事務を総括整理する。情報システム室は

課に準ずる室とする（平成１７年１０月以降の特許庁事務分掌規

程･別表）。

特許審査第四部は，情報，通信，画像について，発明の審査及

び実用新案技術評価書の作成に関する事務を分掌する（審査長，

審査管理官及び審査室長等に関する規程第１条第６項）。

審査官は，命を受けて，特許，意匠登録及び商標登録の出願の

審査並びに国際調査及び国際予備審査並びに実用新案技術評価

書の作成に関する事務を処理する（経済産業省組織規則第３２５

条第２項）。

上席審査官は，高度の知識・経験を要する出願を審査するほか，

命を受けて出願の調整に関する事務を処理する（審査官に関する

規程第７条）。

先任上席審査官は，特に高度の知識・経験を要する出願を審査

するほか，命を受けて審査の基準の調整に関する事務を処理する

（同規程第５条）。

先任審判官は，その属する部門に属する審判事件について，審

理の基準に関する事務を処理する（審判長及び審判官に関する規

程第６条第２項）。

ウ 職務権限
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①Ａ職員の職務権限

Ａ職員は，平成１６年４月から同年９月まで，総務部情報シ

ステム課長補佐として，最適化計画の策定等に関与したが，そ

の後，同１７年４月に特許審査第四部上席審査官，同１８年７

月に特許審査第四部先任上席審査官，同２１年４月に審判部審

判官に異動した後は，同人が最適化計画に直接関与することは

なかった。

しかし，最適化計画は，特許庁の業務の抜本的見直しと最新

情報技術を適用したシステム改革による更なる効率化等を目

指すものであり，特許庁の業務全般に関するものであったから，

システムのユーザである審査部等においても，最適化計画に対

する意見，提案，要望等を述べる必要があり，審査部の「部内

会議」の資料として，最適化計画に関する資料が配付されてい

た。

かかる状況において，Ａ職員は，上席審査官等として，特許

庁業務・システム最適化計画について，審査部の部内会議の資

料を入手するとともに，同計画に対し意見，提案，要望等を行

う職務権限を有していたものと認められる。

なお，収賄罪の職務とは，公務員の一般的抽象的な職務権限

に属するものであれば足り，現に具体的に担当している事務で

あることを要しない（最高裁昭和２７年４月１日判決等）。

②Ｂ職員の職務権限

Ｂ職員は，平成１６年４月から同１７年７月までの間，総務

部情報システム課長補佐として，最適化計画の策定に関与した

中心的人物であり，その間，最適化のアーキテクチュアの検討，

最適化計画のための人員の確保等の職務権限を有していた。

その後，平成１７年７月に特許審査第四部審査官となった後

も，前記Ａ職員の場合と同様に，最適化計画につき審査部の部

内会議の資料を入手するとともに，同計画に対し意見，提案，

要望等を行う職務権限を有していたものと認められる。
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現に，Ｂ職員は，審査官であった期間も，業務・システム最

適化推進室員らから，最適化計画に関して頻繁に相談を受け，

業務・システム最適化推進室員らに指示等を行っていた事実が

認められる。

Ｂ職員は，平成２１年４月に総務部情報システム室に再度配

属され，その後は最適化計画について，これを推進する本来的

任務を有しており，設計規約を作成して設計成果物の品質の確

保を図るなどの職務権限を有していた。

③Ｃ職員の職務権限

Ｃ職員は，平成１７年４月から同年７月までの間，総務部情

報システム課機械化専門官，総務部情報システム課長補佐とし

て，最適化計画の草稿，システムアーキテクチュアの設計等に

関与した。

Ｃ職員は，平成１７年７月から同１８年３月まで一時期担当

を外れたが，その後，総務部情報システム室員，同部総務課業

務・システム最適化推進室員，同課システム開発室員（システ

ム計画班長）等として最適化計画の調達手続，技術的検討等を

中心となって行っており，最適化計画について，その事務を所

管する本来的任務を有しており，具体的職務権限が認められる。

（２）職務との関連性

Ａ職員については，前述のとおり，ＮＴＴデータに対し，最適化計

画に関する基盤部分の調達仕様，最適化の原理に関する資料，基盤部

分の開発状況と個別業務部分の調達に関する資料等の特許庁の内部

情報の提供をした事実が認められる。

同様に，Ｂ職員については，最適化計画に関しＴＳＯＬ社員との検

討会を開催していたほか，同社に対し運営基盤システムの設計開発の

入札仕様書案を提供し，さらに議事録，内部資料，他事業者から提出

された資料等を提供した事実が認められ，日立社員との間でも「最適

化検討打ち合わせ」と称する勉強会を開催していた事実が認められる。
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Ｃ職員についても，Ｂ職員がＴＳＯＬ社員を集め主催していた最適

化計画の検討会を引き継いだほか，ＴＳＯＬ社員に対しては入札公告

の際に配布される予定の提案書の雛型を同社社員に提供した事実が

認められる。

以上の事実関係に鑑みれば，事業者から上記３名に提供された飲食

及びタクシー乗車の利益は，いずれも同人らの前記職務に関し収受さ

れた疑いがあり，Ａ職員は別表１－１及び別表１－２の全て，Ｂ職員

は別表２－１及び別表２－２の全て，Ｃ職員は別表３－１及び別表３

－２の全てにつき，いずれも収賄罪の成立を認める余地があると思料

する。

しかしながら，上記の各事実関係については全て捜査機関に情報提

供済であるので，事柄の性質に鑑み，当委員会としては犯罪の成否に

つきこれ以上の言及は避けることとする。

なお，上記各別表のうち飲食及びタクシー乗車の利益の供与から５

年を経過したものについては既に公訴時効が完成している。

２ 国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程違反

国家公務員倫理法（以下，「倫理法」という。）は，公務員の職務の執

行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り，

公務に対する国民の信頼を確保する目的で平成１１年８月に制定され，

同法を受けて国家公務員倫理規程（以下，「倫理規程」という。）が同１

２年３月に制定され，同年４月から施行された。

（１）利害関係者

ア 利害関係者の定義等

倫理規程第２条第１項本文は，「この政令において，「利害関係者」

とは，職員が職務として携わる次の各号に掲げる事務の区分に応じ，

当該各号に定める者をいう。（後略）」と定め，同条第１項第７号は，
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「国の支出の原因となる契約に関する事務（中略） これらの契約

を締結している事業者等，これらの契約の申込みをしている事業者

等及びこれらの契約の申込みをしようとしていることが明らかで

ある事業者等」と定めている。

また，倫理規程第２条第２項は，「職員に異動があった場合におい

て，当該異動前の官職に係る当該職員の利害関係者であった者が，

異動後引き続き当該官職に係る他の職員の利害関係者であるとき

は，当該利害関係者であった者は，当該異動の日から起算して三年

間は，当該異動があった職員の利害関係者であるものとみなす。」

と定めている。

さらに，倫理規程第５条第１項には，「職員は，利害関係者に該

当しない事業者等であっても，その者から供応接待を繰り返し受

ける等社会通念上相当と認められる程度を超えて供応接待又は財

産上の利益の供与を受けてはならない。」との定めがある。

イ 各事業者が利害関係者に該当すること

ＮＴＴデータは，最適化計画前のレガシーシステムに関し，特許

庁との間で契約を締結している事業者であり，情報システム課（平

成１６年１０月から同１７年１０月まで）及び情報システム室（平

成１７年１０月以降）の職務との関係で利害関係者に該当する。

また，ＮＴＴデータ，ＴＳＯＬ，日立は，いずれも平成１８年７

月１８日，最適化計画の運営基盤システム設計の入札説明会に参

加した上，入札に参加したところ，それ以前から国の支出の原因

となる契約の申込みをしようとしていることが明らかな事業者で

あって，情報システム室の職務との関係で利害関係者に該当する。

（２）禁止行為

倫理規程第３条第１項は「職員は，次に掲げる行為を行ってはなら

ない。」とし，同項第４号において「利害関係者から又は利害関係者

の負担により，無償で役務の提供を受けること」，同項第６号におい
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て「利害関係者から供応接待を受けること」を禁止している。

タクシー乗車の利益の供与は「無償で役務の提供を受けること」（倫

理規程第３条第１項第４号）に該当し，飲食接待は「供応接待を受け

ること」（倫理規程第３条第１項第６号）に該当する。

ア Ａ職員

Ａ職員は，平成１６年４月１日まで，審査業務部情報システム課

長補佐であったところ，審査業務部情報システム課が同年に調達予

定であった業務用パソコンの調達に関し，ＮＴＴデータとＴＳＯＬ

は，入札を行い，契約の申込みをしようとしていることが明らかな

事業者であり（実際にＮＴＴデータとＴＳＯＬが協業応札した），Ｎ

ＴＴデータとＴＳＯＬは，Ａ職員との関係で，その後３年間（同１

９年４月１日まで）は利害関係者と認められる。

また，Ａ職員は，平成１６年９月３０日までは，最適化計画の策

定に関与する総務部情報システム課長補佐であったところ，その後

３年間（平成１９年９月３０日まで）は，ＮＴＴデータ，ＴＳＯＬ

及び日立は，Ａ職員との関係で利害関係者と認められる。

さらに，Ａ職員は，ＮＴＴデータが利害関係者に該当しない事業

者となった平成１９年１０月１日以降も，ＮＴＴデータから社会通

念上相当と認められる程度を超えて，飲食又はタクシー乗車の利益

の供与を受けた事実が認められる。

同様に，日立が利害関係者に該当しない事業者となった平成１９

年１０月１日以降も，同社から社会通念上相当と認められる程度を

超えて，飲食又はタクシー乗車の利益の供与を受けた事実が認めら

れる。

よって，Ａ職員は，別表１－１の全てのタクシー乗車の利益及び

別表１－２の全ての飲食接待について倫理規程の禁止行為に該当す

ると認められる。

イ Ｂ職員
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Ｂ職員は，平成１７年６月３０日まで，総務部情報システム課長

補佐として運営基盤システムの開発を担当しており，その後３年間

（同２０年６月３０日まで）は，Ｂ職員が職務として携わる事務に

関し，ＮＴＴデータ，ＴＳＯＬ，日立は利害関係者と認められる。

また，Ｂ職員は，平成２１年４月８日から総務部情報システム室

の職務を行っており，同日以降，ＮＴＴデータ，ＴＳＯＬ，日立は

利害関係者である。

なお，Ｂ職員が情報システム課を異動した日より起算して３年経

過後の平成２０年７月１日から，同人が情報システム室に復帰する

前日の同２１年４月７日までの間は，同人との関係において上記各

事業者は利害関係者に該当しないことになるが，Ａ職員につき前述

したところと同様，この間になされた飲食等の利益提供は社会通念

上相当と認められる程度を超えたものと認められる。

よって，Ｂ職員は，別表２－１の全てのタクシー乗車の利益及び

別表２－２の全ての飲食接待につき，倫理規程の禁止行為に該当す

ると認められる。

ウ Ｃ職員

Ｃ職員は，平成１７年７月２４日まで，総務部情報システム課機

械化専門官及び同課課長補佐として運営基盤システムの開発等を担

当しており，その後３年間（同２０年７月２４日まで）は，Ｃ職員

が職務として携わる事務に関し，ＴＳＯＬ，日立は利害関係者と認

められる。

また，Ｃ職員は，平成１８年３月２８日から総務部情報システム

室，同部総務課業務・システム最適化推進室及び同課システム開発

室に所属し，調達手続や調達後の最適化システムの基盤機能及び業

務モデル等を担当していたものであり，上記時期以降は，同人が職

務として携わる事務につきＮＴＴデータ、ＴＳＯＬ、日立はいずれ

も利害関係者と認められる。

よって，Ｃ職員は，別表３－１の全てのタクシー乗車の利益供与
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及び別表３－２の全ての飲食接待につき，倫理規程の禁止行為に該

当すると認められる。

（３）報告違反

倫理法第６条第 1 項は，「本省課長補佐級以上の職員は，事業者等

から，金銭，物品その他の財産上の利益の供与若しくは供応接待（以

下「贈与等」という。）を受けたとき（中略）は（中略），一月から三

月まで，四月から六月まで，七月から九月まで及び十月から十二月ま

での各区分による期間（以下「四半期」という。）ごとに，（中略）贈

与等報告書を，当該四半期の翌四半期の初日から十四日以内に（中略）

提出しなければならない。」と定めている。

Ａ職員，Ｂ職員及びＣ職員は，いずれも本省課長補佐級以上の職員

であるところ，期間内に贈与等報告書を提出した事実はない。

３ 国家公務員法違反

国家公務員法第１００条第１項は，「職員は，職務上知ることのでき

た秘密を漏らしてはならない。」とし，同法第１０９条第１２号におい

て，「第百条第一項又は第二項の規定に違反して秘密を漏らした者」に

ついて，「一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。」と規定し

ている（同条本文）。

「秘密」の意義については，一般に「形式秘」（指定秘）と「実質秘」

とに区分されており，形式秘とは「行政官庁において秘密の取扱いとす

ると指定された事項」をいい，実質秘とは「その性質上非公知性と要保

護（秘匿）性を要する事項」をいう。

Ａ職員，Ｂ職員，Ｃ職員が提供した内部情報は，いずれも特許庁にお

いて秘密の取扱いとすることに指定された形式秘とは認められないこ

とから，実質秘として，同法第１００条第１項に違反するか問題となる。

本条の目的は，ある事項が漏示されるとすれば，公務の民主的・能率

的な運営を国民に対して確保することができなくなるおそれを避ける
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ことにあることからすれば，「秘密」には実質秘を含むと解される。そ

して，実質秘とは「通常の知識経験を有する多数の者に未だ知られてい

ないという非公知性及び秘匿の必要を有する事項」をいうと解される

（＜特別法コンメンタール＞国家公務員法５３５頁）。

（１）Ａ職員

Ａ職員がＮＴＴデータに提供した特許庁の内部情報は，そのほとん

どが庁内の「お知らせ」又は共有フォルダから同人の業務内において

入手したものであるが，庁外者にとっては非公知性があり，秘匿する

必要が認められる。また，Ａ職員が提供した内部情報の一部には，同

人が情報システム室の経験者であり最適化計画に対する庁内有識者

として，同室員等からＥメール等で入手したものも含まれていた。

これらに照らし，Ａ職員がＮＴＴデータに提供した情報は，通常の

知識経験を有する多数の者に未だ知られていない非公知性があり，か

つ，秘匿の必要がある情報であったと見られる。

Ａ職員による内部情報の提供は国家公務員法第１００条第１項に違

反する可能性があるが，前述したところと同様，当委員会としては犯

罪の成否につきこれ以上の言及を差し控える。

なお，上記のとおり，国家公務員法第１００条第１項違反の法定刑

は「一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金」であるところ（同法第

１０９条第１２号），３年が経過した行為については，公訴時効が完

成している（刑事訴訟法第２５０条第６号）。

（２）Ｂ職員

Ｂ職員は，平成１７年１２月ころ，同１８年７月に入札公告が行わ

れた運営基盤システムの設計・開発等の入札仕様書案（同１７年１２

月版）をＴＳＯＬに提供した事実が認められる。

また，Ｂ職員は，平成１７年４月ころから同２１年５月ころにかけ

て，Ｂ職員ら以外の庁内メンバーが外部に出ることを前提とせずに作

成した資料，議事録，他業者（ＮＴＴデータ）が特許庁に提供した資
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料又は議事録等をＴＳＯＬに提供した事実も認められる。

Ｂ職員がＴＳＯＬに提供した情報は，通常の知識経験を有する多数

の者に未だ知られていない非公知性があり，かつ，秘匿の必要がある

情報であったと見られる。

Ｂ職員による内部情報の提供は国家公務員法第１００条第１項に違

反する可能性があるが，公訴時効についてはＡ職員につき述べたとこ

ろと同様であり，犯罪の成否につきこれ以上の言及は差し控える。

（３）Ｃ職員

Ｃ職員は，平成１８年４月末ころから５月８日ころの間に，ＴＳＯ

Ｌ社員に対し，同年７月の入札公告の際に配布される予定の提案書の

雛形を提供した。

また，Ｃ職員は，ＴＳＯＬが落札した以降，最適化計画の進捗状況

や特許庁内部の動向等を知ることができる情報として，同社社員に対

し，庁内の会議議事録や庁内メンバー（管理職等）との会話メモを送

付した。

Ｃ職員がＴＳＯＬに提供した情報は，通常の知識経験を有する多数

の者に未だ知られていない非公知性があり，かつ，秘匿の必要がある

情報であったと見られる。

Ｃ職員による内部情報の提供は国家公務員法第１００条第１項に違

反する可能性があるが，公訴時効は上述と同様であり，犯罪の成否に

つきこれ以上の言及を差し控える。

第４ 再発防止策の提言

本件は「第２ 事実関係」に記載のとおり，業務システム最適化計画に

関係していた特許庁職員が，同庁の契約相手又はこれになりうる事業者の

社員から飲食及びタクシー乗車の利益供与を受け，内部情報等を提供する

などしていたものであり，かかる事実関係に鑑み，当面必要と考えられる



34 

再発防止対策は，以下のとおりである。

１ 倫理意識の徹底

既に特許庁においては本件を踏まえ，長官から全職員へ服務規律の徹

底を促し一丸となって信頼回復に取り組むべきことを訓示したほか，本

年７月末までに国家公務員倫理審査会事務局等を講師として全職員に

集中的な倫理研修を実施しているが，さらに職員の倫理意識と服務規律

の徹底を図るため，以下の施策を講ずることが必要である。

（１）定期的な倫理研修

事件の記憶が薄れ教訓の風化しやすいことが本種事案の通弊であ

ることに鑑み，本件による教訓を倫理意識の徹底に向け継続的に生か

すべく，定期研修中に倫理及び情報管理を含む再発防止関連の科目を

新設し，本件を実例とした具体的な教訓を全職員が共有することなど

により職員の倫理意識を不断に喚起することが必要と思料される。

併せて，定期研修受講の機会がない非常勤職員等に対しても，上記

と同様の内容による講習会を随時開催するなど，全庁を挙げ永続的に

倫理と服務規律に対する意識の徹底を図ることが必要である。

（２）倫理行動マニュアルの作成と相談体制の整備

上記の研修のみならず，日常業務においても職員の倫理意識に裏打

ちされた具体的な行動が実践される必要がある。

かかる行動の指針として，実例に基づく倫理行動マニュアルを作成

し職員に配布するとともに，実務上の対処に迷った職員が容易かつ随

時に法令等の参照と必要な相談が行えるよう，これに対応した庁内掲

示板等の設置と相談窓口の整備などが必要と考えられる。

２ 情報管理の整備強化
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特許庁は情報の管理につき「情報セキュリティポリシー」，行政文書

の管理につき「文書管理規程」をそれぞれ内規として定め，職員は上記

内規に従い情報及び文書を管理し取り扱うことが求められているが，本

件においては文書に所定の秘密指定がなく，情報の機密性管理がなされ

ていないなど，上記各内規が遵守されていたとはいい難い事実が見られ

たことから，これらの改善のため以下の施策を講ずることが必要である。

（１）関連規定の整備及び新設

上記各内規は異なる担当部署で作成され，それぞれが必要に応じ改

訂されてきた経緯があるため，規定の重複を生じており，各内規が別

個に管理責任者を定めるなど体系的な整備がなされていない。

職員による内規の遵守が徹底されていない背景のひとつには，かか

る規定の不明確さ，不統一が存在すると見られるので，文書管理規定

における秘密文書の指定等に関係する規定と情報セキュリティポリ

シーの機密性に関する規定を統合して両者を一体化し，管理責任者を

一元化して権限を明確化するなど，必要な規定を新設し，情報と文書

を統一的に管理する内規を整備することが必要と思料される。

（２）秘密指定の徹底

本件調査においては，内規の遵守が徹底されない背景として，上述

した規定の不備のほか，職員が取り扱う文書を秘密文書に指定するこ

とに伴う煩雑さを厭い，あるいは，従前の慣行等に従い秘密表示をし

ないまま漫然と文書管理を続けるなど，職員における内規遵守の意識

が乏しいといわざるを得ない実情が認められた。

これらの改善のため，研修等を通じて服務規律の徹底を図る必要が

あることは前述のとおりであるが，さらに上述した実態に鑑み，秘密

指定欄を設けた文書の書式を新たに作成し，これを全職員に配布する

などして文書における秘密表示の徹底を図る必要がある。

さらに，入札書類作成支援業務等により事業者が作成し特許庁へ納

入する文書についても，同庁の指定に基づく秘密表示を行う義務を事
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業者との契約上明記するなど，庁内の文書管理と軌を一にする必要が

ある。

３ 入札手続の改善

本件においては前述のとおり，業務システム最適化計画に基づく運営

基盤システム設計開発の最終的な入札仕様書が確定する前に，入札仕様

書案の一部が上記受注を目指す事業者に流出した事実が認められた。

かかる内部文書流出の背景として，事業者が，短期間に提案書を構築

し膨大な応札書類を作成する上で競合他社に先んじて技術仕様等に関

する情報を入手したいとの動機を有することは異としないが，同時に，

開発プロジェクトに参画する特許庁職員にも，より良いシステムを構築

するため，事業者を含む外部専門家に同庁のシステム開発に関する意向

を早期に伝え，幅広く意見を交換したいとの動機が存在していたことが

認められ，これらが相俟ち上記文書の提供が行われた経緯が見られる。

正当な理由のない文書流出を阻止するため倫理意識の徹底，情報管理

の整備強化が必要であることは前述のとおりであるが，これらに加え，

受注を目指す事業者が有する上記の動機を減摩する方向で入札手続を

改善することも考慮される必要がある。

すなわち，公告から入札に至る期間を拡張することにより短期間に提

案書を構築し膨大な応札書類を作成する事業者の負担を軽減し，公開・

非公開の資料区分を徹底し公開基準を明確化することにより秘密とす

べき情報の範囲を最小限のものにとどめ，仕様書案に対する意見招請に

より得られた意見を速やかに公表するなど提案及び入札に必要な情報

を早期に公開することにより最終仕様書の予見可能性を高め，技術審査

時に事業者名をマスキングするなど，入札手続の改善を図る必要がある。

さらに，かかる趣旨を事業者に徹底し，前述した動機の減衰を図るた

め，上記の方針に基づき一般競争入札マニュアルを改訂するなどして同

庁の入札ルールを整備し，事業者に周知することも必要と思料される。
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４ 内部通報制度の強化と活用

本件発覚の端緒は，前述のとおり外部からの情報提供であり，より早

い時期に事情を知る特許庁職員から内部情報が得られていれば事案の

拡大を防止し得たとも見られることから，かかる教訓を踏まえ，同庁に

おける内部通報制度は今後大いに強化され活用されなければならない。

同庁の内部通報窓口は，本省である経済産業省に一元化され設置され

ているが，本件の教訓に加え，同庁が同省に匹敵する職員数を有するこ

とに鑑みれば，同庁独自の内部通報窓口を設置し，庁内イントラネット

から容易に上記窓口へアクセスできるよう利便性を高め，さらに職員が

希望すれば外部の弁護士等への相談が可能な措置を講ずるなど，同庁に

おける内部通報制度につき一段の強化と活用を図る必要がある。
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第３部 特許庁情報システムの技術的検証及び今後の開発に向けての提

言(技術検証チーム担当)

第１ 技術検証チームの目的，検証対象及び検証方法

１ 技術検証チームの目的

平成２２年春，一部報道において，特許庁の運営基盤システムの設計開発に係る調

達において，入札関連情報の漏洩がなされたのではないかと報じられたことを受け，

経済産業省では，事実関係の内部調査に早急に着手するとともに，上記システム開発

の次期工程であるユーザアプリケーション（ＵＡ）のプログラム開発を担当する事業

者（以下「ＵＡ開発担当業者」という。）の調達に係る入札を公告直後の４月１３日に

中止し，当該調達については同内部調査の結果を踏まえて，改めてその実施の適否に

つき検討することとした。

６月２２日には，上記内部調査の結果も受け，特許庁職員が運営基盤システムの入

札に関して一部業者に対し有利な情報を提供するとともに，その見返りとしてタクシ

ー乗車について便宜を受けたとして収賄容疑で逮捕された。

こうした一連の事象に加え，運営基盤システムの開発期間が既に２回の計画延長に

より遅延が生じていることも相まって，当該入札プロセスの公正性及び選定された事

業者の能力に対する疑念が生じたことから，当第三者委員会では，技術に関する検証

チーム（以下「技術検証チーム」という。）を構成し，上記システム開発全体について

改めて技術的な観点からの再検証を行うこととした。

具体的には，６月末に提出された「設計成果物」（ＵＡ設計書，書類設計書，設計規

約1からなる「設計成果物」）が十分な品質を有しているか，及び当該成果物に基づい

てＵＡ開発担当業者が円滑にプログラム開発を実施していくことが可能であるかにつ

1 各設計書について，記載すべき内容と範囲，各設計書間のインターフェース等を明確にしたもの。最

適化計画の企画段階で掲げた設計思想を詳細に文書化し，基盤機能とユーザアプリケーションの責任分

界点を表している。
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いて，第三者の立場から客観的な評価を実施し，現在中止しているＵＡ開発担当業者

の調達に係る入札手続を再開することが適切か否かに係る判断の材料を特許庁に提供

することが本検証の主たる目的である。

また，これまでの遅延の原因についても外部の視点から検証を行い，今後，本プロ

ジェクトが確実に進捗していくための改善措置等の提言も行っていくこととした。

２ 技術検証チームの検証対象

特許庁と設計開発担当業者との間における契約に基づく成果物は，複数存在するが，

本技術検証チームの目的がＵＡ開発担当業者の調達に十分な品質の成果物が完成して

いるかであることを踏まえ，入札公告において提示され，調達後はＵＡ開発担当業者

に引き渡されてプログラム開発における基本的な設計書面となる「設計成果物」を一

義的な検証の対象とし，必要に応じてその他の成果物についても参照することとした。

また，遅延の原因の検証及び将来に向けた提言に当たっては，発注者である特許庁

及び設計開発担当業者である東芝ソリューション株式会社（以下「ＴＳＯＬ」という。）

における，これまでの開発体制の変遷，連携の状況，遅延の改善に向けた取り組み，

今後の開発計画における課題等について検証を行うこととした。併せて，特許庁のプ

ロジェクト管理支援業者であるアクセンチュア株式会社（以下「アクセンチュア」と

いう。）によってなされた助言・支援の内容及びその実行に向けた取り組みについても

検証の対象とした。

３ 検証方法

「設計成果物」の評価に当たり，技術検証チームでは３名の委員のほか，７名のス

タッフの支援によって確認作業を実施した。その手法については，第４以下において

詳述する。

また，これまでの開発の経緯，開発体制，及び将来の開発に向けた提言に当たって

は，特許庁とＴＳＯＬ及びアクセンチュア間の契約，仕様書等の内容を基礎としつつ，
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これまでの経緯及び改善に向けた取り組み等につき，それぞれの関係者にヒアリング

を実施した。さらに，今後予定されるデータ移行の過程において重要なプレーヤとな

り得る現行システムの総合運用管理ベンダである株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

（以下「ＮＴＴデータ」という。）からも，今後の協力の在り方についてヒアリングを

実施した。

第２ 最適化プロジェクト2の概要

１ 最適化プロジェクトの背景

特許庁では，平成２年，世界に先駆けて特許・実用新案の手続にペーパレスシステ

ムを導入し，その後も順次対象手続を拡大していくことで，審査の迅速化及びユーザ

への特許情報の積極的な提供に大いに貢献してきた。しかし，十数年にわたり何段階

もの改造を積み重ねた結果，システムが複雑化し，使い勝手が悪くなる，使用する機

器のサポート期限が切れるなどの問題が生じ始めていた。

このような問題が顕在化してきた頃，政府全体としても，ＩＴ導入により業務・シ

ステムの最適化を図り，行政運営の簡素化・効率化・合理化を推進するため，平成１

５年７月に「電子政府構築計画」が取りまとめられた。

電子政府構築計画では，各省庁において，システムの構成，調達方式等の見直し及

び徹底した業務改革により，費用低減及び業務運営の合理化を図るための「業務・シ

ステム最適化計画」を策定すべき旨記載されている。

特許庁は，このような状況を背景に，平成１６年１０月，「特許庁業務・システム最

適化計画」を策定し，翌平成１７年８月には，これを確実に実行していくために，計

画内容の更なる明確化とスケジュールの詳細化を行った「特許庁業務・システム最適

化計画」（平成１７年８月改定）を策定した。

2 「最適化プロジェクト」とは，運営基盤システムを含む「特許庁業務・システム最適化計画」に沿っ

て実行されるシステム開発のプロジェクトのこと。「特許庁業務・システム最適化計画」については本

文参照。
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また，同計画の策定と並行して，政府内において，政府調達の対象となる大規模シ

ステム3は一括調達ではなく原則として分離して調達すること等が検討されており，平

成１９年３月には「情報システムに係る政府調達の基本指針」が決定された。

本プロジェクトについても，同基本指針決定に先立って分離調達を実施することと

し，平成１８年７月に設計開発担当業者の入札公告を行い，同年１１月ＴＳＯＬと請

負契約を締結し，１２月より作業を開始した。

特許庁特許庁

政府政府
ＩＴ戦略本部
の設置

電子政府構築
計画

レガシーシステム見直し
のための
特許庁行動計画
（アクションプログラム）

Ｈ．１５ Ｈ．１６

刷新可能性調査

H16.3

電子政府構築計画
（一部改定）

H16.6

Ｈ．１３

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略

H13.1

特許庁業務・
システム
最適化計画

H16.10

Ｈ．１７

H15.7

最適化計画
（H17.8改定）

H17.8

Ｈ．１４ Ｈ．１８ Ｈ．１９

最適化プロジェクト
開始

H18.7設計入札
H18.12開始

情報システムに
係る政府調達の
基本指針

H19.3

H13.1

特許庁特許庁

政府政府
ＩＴ戦略本部
の設置

電子政府構築
計画

レガシーシステム見直し
のための
特許庁行動計画
（アクションプログラム）

Ｈ．１５ Ｈ．１６

刷新可能性調査

H16.3

電子政府構築計画
（一部改定）

H16.6

Ｈ．１３

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略

H13.1

特許庁業務・
システム
最適化計画

H16.10

Ｈ．１７

H15.7

最適化計画
（H17.8改定）

H17.8

Ｈ．１４ Ｈ．１８ Ｈ．１９

最適化プロジェクト
開始

H18.7設計入札
H18.12開始

情報システムに
係る政府調達の
基本指針

H19.3

H13.1

図１：最適化プロジェクトの背景

２ 目的

「特許庁業務・システム最適化計画」（平成１７年８月改定）は，業務の抜本的見直

しと最新の情報技術を適用したシステム変革による更なる効率化等を目指し，以下の

３つの目標を掲げた。

（ⅰ）知的創造サイクルの活性化（外部ユーザの利便性向上）

知的財産の戦略的な創造，保護，活用からなる「知的創造サイクル」の活性

化を実現するために，出願人，代理人の利便性向上，情報提供サービスの充実

3 設計・開発が５億円以上のシステム
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を図る4。

（ⅱ）世界最高レベルの迅速・的確な審査

「世界最高レベルの迅速かつ的確な審査」を実現するために必要なシステム

の基盤整備を行う5。

（ⅲ）業務の抜本的見直しとレガシーシステム脱却

業務の抜本的見直しとシステム経費の削減を図る6。

３ 開発対象システム

特許庁の主要業務は，特許，実用新案，意匠，商標に関する出願の受付，方式審査，

実体審査，登録，公報発行，審判等であり，特許庁のシステムはこれら一連の業務を

一貫して処理するものである。

最適化計画においては，開発の効率性等の観点から，主に特許等の事務処理を担う

「特許庁運営基盤システム」と実体審査において先行技術文献等の調査を担う「特許

庁新検索システム」との２つに分けて開発を行うこととしている。

このうち「新検索システム」は，「運営基盤システム」を基盤として動作するもので，

稼働開始時期も「運営基盤システム」稼働の１年後の予定であり，まだ設計作業開始

前の段階である。この検証では，「運営基盤システム」のみを対象とした（図２参照）。

4 ２４時間３６５日のインターネット出願，公報発行のインターネット化，インタラクティブ申請，ワ

ン・ストップ・ポータルによる特許庁保有の出願情報等のリアルタイム提供・無料化，審査・審理関連

情報の提供
5 米国特許商標庁，欧州特許庁等との国際連携の拡大，検索機能の提供の拡大，審査環境の高度化，審

査関連情報等の自動蓄積・分析等の機能向上
6 業務プロセスの改革やペーパレスの一層の促進による業務運営の合理化，データ通信サービスからの

脱却・透明性の確保，メインフレームからの脱却，経費の削減
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図２：技術検証チームの検証対象

４ プロジェクトの全体工程

運営基盤システム及び新検索システムの設計・開発並びにこれらに伴う既存システ

ムから新システムへのデータ移行等を含めたプロジェクト全体の作業線表を図３に示

す。 

図３：最適化プロジェクトの工程表

５ プロジェクト体制

運営基盤システム

新検索システム

ＯＡシステム

特許庁
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運営基盤システムの設計・開発は，政府の方針に従い分離して調達する複数の業者

により行われる。

その中心を担う「設計開発担当業者」は，全体（ユーザアプリケーション及び基盤

機能）の設計及び基盤機能の開発を行うこととなっており，既に調達済み（ＴＳＯＬ）

である。

「プロジェクト管理支援業者」は既に調達済み（アクセンチュア）であり，設計開

発担当業者を含む各種開発担当業者についての全般的な作業進捗の管理，各担当業者

間の調整等において特許庁を支援する。

その他に，ハードウェアを納入する業者等を分離調達することとなっており，多数

の業者7が本プロジェクトに参画することとなる（図４参照）。

発注者
特許庁

ＳＩとしての
ＴＳＯＬ

設計業者
としての
ＴＳＯＬ

基盤開発業者
としてのＴＳＯＬ

プロジェクト
管理支援業者
アクセンチュア

ＵＡ基幹
開発担当業者（未定）

ＵＡ周辺
開発担当業者（未定）

ハードウェア
納入業者（未定）

設計局面 開発・導入局面

図４：最適化プロジェクトの体制

６ 運営基盤システムのアーキテクチャ

運営基盤システムは，法制度改正や業務運用変更（法制度改正等）に柔軟かつ迅速

7 プロジェクト管理支援業者，設計開発担当業者，ＵＡ基幹開発担当業者，ＵＡ周辺開発担当業者，ハ

ードウェア納入業者，運用管理サービス担当業者，データセンタ担当業者，バックアップセンタ担当業

者
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に対応可能であることを目的としており，以下のような新たなアーキテクチャを採用

している。

（１）書類を中心としたシステム設計

特許庁の業務のほとんどは，書類を契機として開始され，その業務に必要な書類を

収集し，別の書類を作成して終了している。また，業務で扱う書類には，業務を遂行

する上で必要となる情報が含まれている。そこで，１つの書類を作成する業務単位を

「仕事」として，「書類」と「仕事」を基にシステムを構築する（図５参照）。なお，

このシステム処理を実現するために，書類フォーマットとしては，ＸＭＬフォーマッ

トを採用する。

① 作成すべき書類名を知る

② 作成するために必要な書類を集める

③ 道具（紙・ペン）を用いて書類を作成する

契機
書類

契機
書類

特許関連法令

仕事

仕事

仕事

作成
書類

作成
書類 仕事

仕事の単位

特許庁業務は複数の仕事
から構成される

図５：特許庁業務のイメージ

（２）データベース（ＤＢ）の一元化

出願人から提出された書類や特許庁が作成した書類等をそのままの形で一つのＤＢ

（新記録原本）により一元的に管理し，個別業務で必要となる情報は，照会される度

にＤＢに蓄積された書類データから作成して表示する。現行システムでは，複雑な相

互依存関係を持つ複数のＤＢに分散されている情報を，新記録原本により一元管理す

る（図６参照）ことで，システムが簡素化され，改造時のコストを抑えられる。
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記録原本

新システム現行システム

新記録原本記録原本

新システム現行システム

新記録原本新記録原本

図６：データベースの一元化のイメージ

（３）ユーザアプリケーションと基盤機能の分離

法制度改正等によるシステム改造の影響を受けない基盤機能と，システム改造の影

響を受けるユーザアプリケーションとに分離して構成する。ユーザは，ユーザアプリ

ケーションを介して基盤機能にアクセスし，書類を作成，照会，修正等することで事

務を遂行する（図７参照）。

基盤機能が法制度改正等の影響から切り離されているため，法制度改正等の際には，

ユーザアプリケーションのみを改造すればよく，改造コストを抑えられる。

（４）ユーザアプリケーション間の独立性を確保

現行システムでは，ユーザアプリケーション間の依存関係が複雑であり，各ユーザ

アプリケーションと法令との関連付けも明確でない。

運営基盤システムでは，各ユーザアプリケーションは，特許庁が扱う書類と基本的

に一対一で対応し，かつ，互いに影響を受けない疎な関係とする（図７参照）。

法制度改正等の際には，改造が必要なユーザアプリケーションの範囲が限定される

ため，改造コストが抑えられる。また，改正に伴って変更される書類が特定されれば，

その書類とユーザアプリケーションとの対応関係により影響を受けるユーザアプリケ

ーションの範囲及び改造の規模が比較的容易に把握可能となるため，原課8主導による

システム改造が行われることが期待される。

8 業務を行う特許庁内関係課室
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参考書類参照仕事契機発見 仕事結果作成

書類を作成するUA

書類を照会するUA

一覧を照会するUA

業
務
C

業
務
B

業
務
A

業
務
D

業
務
E

ユーザアプリケーション（ＵＡ）ユーザアプリケーション（ＵＡ）

基盤レイヤ基盤レイヤ

書類レイヤ書類レイヤ

（記録原本）（記録原本）

・・・・・・・・

・・・・・・

記録原本

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類レイヤ書類レイヤ③③

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

基盤レイヤ基盤レイヤ②②

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

UAレイヤUAレイヤ①①

参考書類参照仕事契機発見 仕事結果作成

書類を作成するUA

書類を照会するUA

一覧を照会するUA

業
務
C

業
務
B

業
務
A

業
務
D

業
務
E

ユーザアプリケーション（ＵＡ）ユーザアプリケーション（ＵＡ）

基盤レイヤ基盤レイヤ

書類レイヤ書類レイヤ

（記録原本）（記録原本）

・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

記録原本

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類レイヤ書類レイヤ③③

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類を保存するレイヤ。
将来に渡って維持していく
べき「書類」を守る。

書類レイヤ書類レイヤ③③

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

基盤レイヤ基盤レイヤ②②

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

書類の検索、取得、格納
の依頼を受信するレイヤ。
法改正等による変更の影
響を受けない。

基盤レイヤ基盤レイヤ②②

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

UAレイヤUAレイヤ①①

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

書類の一覧や書類自体の
表示、及び、書類の作成
を行うレイヤ。
法改正等による変更に柔
軟に対応する。

UAレイヤUAレイヤ①①

図７：運営基盤システムのアーキテクチャ

（５）業務モデルによる可視化

仕事内容とその仕事で取り扱う情報の流れを記述（可視化）した業務モデルを構築

する。このことにより，法制度改正等によるシステム改造において，影響範囲及び影

響度を的確に把握し，改造対象となる箇所を迅速かつ正確にシステムへ反映する仕組

を可能とする。

第３ これまでの設計の経緯

ＴＳＯＬが作業を開始した平成１８年１２月から現在までは，大きく３つのフェー

ズに区分することができる。

１ 第１フェーズ：平成１８年１２月～１９年 ７月 

「プロジェクト全体計画書」及び「外部設計工程のスケジュール及び進め方」を策

定した後，現行の業務及びシステムの調査・分析を行うことからスタートした。

仕様書上，本プロジェクトに係る業務要件をまとめた「業務要件確認書」及び新業

務フローにおける書類，処理内容及び画面遷移等の新業務機能を詳細化した「基本業
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務設計書」を平成１９年９月末までに作成する必要があったが9，いずれも完成するこ

とはできなかった。

（１）設計アプローチ

計画，工程等の策定に２か月を要した後，ＴＳＯＬは，平成１９年１月頃から外部

設計の最初期段階として，「業務要件確認書」の作成に着手した。その際，それまで特

許庁の業務に不慣れであったことから，まず現行システムについて勉強することから

始める必要があり，具体的には，業務ごとに現行システムの機能・処理内容等を整理

した（「ＩＰＯ表」を作成）後，「業務要件確認書」，「基本業務設計書」を順次作成す

る予定であった。

しかし，ＴＳＯＬ業務設計担当者が，運営基盤システムの基本アーキテクチャを十

分に理解できなかった面があることと，情報システム室と原課との連携が不十分であ

った面があることから，「業務要件確認書」を，運営基盤システムの基本アーキテクチ

ャに沿った形で策定することができなかった。

（２）スケジュールの見直し

「基本業務設計書」作成段階で２か月程度遅延することが確実となったため，「プロ

ジェクト全体計画書」及び「システム開発計画書」で定めた外部設計の期限を２か月

延期し，平成１９年１１月末とした。

（３）実施体制

ＴＳＯＬは，当初６０人体制でプロジェクトをスタートさせたが，翌年初めには遅

延が始まったため，順次増員を行い，平成１９年３月には２００人，５月には４５０

人体制とした。

他方，特許庁は，プロジェクトの立ち上げに先立ち，平成１８年１０月から業務・

システム最適化推進室を２５人体制とし，プロジェクト管理及び業務設計を行った。

しかし，ＴＳＯＬ業務設計担当者に対する特許庁の業務を理解させるための研修等

に想定外に多大な時間を要したこと，教育した担当者が業務設計から外れることがし

9 調達仕様書の「業務要件」は既存の業務に基づくものであり，設計開発担当業者は新システム構築に

当たり，始めに新業務要件を作成することとされている。
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ばしばあったことから，これほどの増員にもかかわらず作業効率の向上には繋がらな

かった。

２ 第２フェーズ：平成１９年 ８月～２１年 ３月 

特許庁業務・システム最適化計画の開発方針に立ち戻るため，計画策定当時の責任

者を再度情報システム室に配属し，運営基盤システムの基本アーキテクチャを再確認

し，業務設計等を行った。

（１）設計アプローチ

運営基盤システムの特徴である「書類を中心としたシステム」というアーキテクチ

ャに基づいて，業務管理モデルを作成することとした。

業務管理モデルは，業務要件確認書と基本業務設計書を包含するもので，運営基盤

システムの業務要件を定義すると共に，新業務運用の可視化にも資する想定であった。

その作成は二期に分けられ，第一期の成果物を「業務管理モデルＶ０１」，第二期の成

果物を「業務管理モデルＶ０２」と称した。

しかしながら，ＴＳＯＬ側の急激な増員による成果物の品質の悪化，第１フェーズ

において各原課から提出された多数の追加要望等により，スケジュールは遅延し，両

者とも完成させることができなかった。

（２）スケジュールの見直し

ＴＳＯＬの作業遅延と設計アプローチの変更から，作業の進捗が半年以上遅れたた

め，特許庁業務・システム最適化計画における工程表の変更(計画の改定)が必要とな
り，政府部内の所要の手続を経て，平成２０年１０月，稼働時期を当初計画から１年

遅れの平成２４年１月とする「特許庁・業務システム最適化計画」（平成２０年１０月

改定）を公表した。

また，平成２１年３月，ＴＳＯＬとの間で，契約書上は必ずしも明確でなかった「業

務要件確認書」，「基本業務設計書」，「詳細設計書」の納入期限について，前二者を同

年５月末，後者を９月末とすることを確認した。
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（３）実施体制

ＴＳＯＬは，工程の遅れを解消するために大幅な人員の増強を行い，平成２０年１

１月以降は，１，１００～１，３００人体制とした。

他方，特許庁は，平成１９年８月に最適化プロジェクトに関する重要事項を処理す

る者として「業務・システム最適化監理官」を設置した。その後，平成２０年４月に，

業務設計を担当する組織として統合運営基盤企画室（１６名）を新たに設置し，プロ

ジェクト管理やシステム設計を主に担当する組織として，業務・システム最適化推進

室を１８人体制とした。

しかし，ＴＳＯＬの急激な増員は，かえって設計指示の不徹底や実施手順の不統一

を招き，設計成果物の品質の不均一が生じることとなった。

３ 第３フェーズ：平成２１年 ４月～ 現在

特許庁による体制強化を契機に，第２フェーズにおける遅延原因（業務管理モデル

の粒度の不均一，是正方法の不存在，特許庁内の原課から多数の要望）を分析し，抜

本的な改善を図り，新たな設計アプローチを採用した。

（１）設計アプローチ

「設計規約10」を作成し，これに基づいて設計することにより，各作業グループに

おける設計成果物の品質を確保するとともに，担当範囲（設計開発担当業者，ＵＡ11開

発担当業者，ハードウェア納入業者）を明確化した。

その上で，ＵＡ開発担当業者を早期に参画させるため，「ＵＡ設計書」，「書類設計書」

及び「設計規約」の３点の作成に注力した。

また，平成２１年７月には，開発範囲を当初の調達仕様書ベースに戻し，第１フェ

ーズ以降寄せられた各原課からの要望等は追加開発案件と整理して本体開発案件から

切り離すという庁内整理を実施した。

（２）スケジュールの見直し

10 ３８頁脚注１参照
11 ユーザアプリケーション（User Application）の略 



51

ＴＳＯＬは平成２１年５月（３月に特許庁とＴＳＯＬとの間で確認した期限）まで

に「業務要件確認書」と「基本業務設計書」を納入できず，７月以降，進捗管理を厳

格に行うこととした。 
しかし，小刻みに再々延長した期限である８月末に提出された成果物の品質も十分

なものでなかったため，内部設計書の納入期限を平成２２年２月へと一気に延長し，

スケジュールを抜本的に見直すこととした。

これを受けて，平成２１年１０月，システムの稼働時期を平成２６年１月とする特

許庁業務・システム最適化計画の改定版が公表された。

その後，設計成果物，業務要件確認書の最終版は，それぞれ平成２２年６月３０日

に提出された。特許庁が確認した結果，相当数の残件があることが確認されている。

（３）実施体制

ＴＳＯＬは，平成２１年４月以降，段階的に作業要員を削減し，９月には７００人

体制としたが，その後，内部設計が本格化するタイミングで増員を行い，平成２２年

１月以降，１，０００人体制とした。

他方，特許庁は，平成２１年４月に，統合運営基盤企画室を２７名に増強すると共

に，システム開発室に「設計規約」，「設備設計」，「移行設計」等を担当する者を８名

配置し，業務・システム最適化推進室はプロジェクト管理を中心とする６人体制に縮

小した。
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表１：これまでの設計の経緯

フェーズ 年月 出来事 特許庁の体制 TSOLの体制 稼働時期
H18.10 業務・システム最適化推

進室を25人体制に増員

H18.12 60人体制でプロジェクト開
始

H23.01

H19.03 200人体制に増員

H19.04 TSOL、IPO表に基づき、業務要件確認書を
作成（新システムのアーキテクチャに適合し
ておらず、納期延期）

H19.05 450人体制に増員

H19.08 新システムのアーキテクチャに沿った設計
の検討

業務・システム最適化監
理官の新設

H19.10 IT化・業務改革推進委員
会を廃止し、SMART JPO
推進委員会を設置

ステアリングWGの新設

TSOL、業務管理モデルの作成を開始
・業務管理モデルV01（業務要件確認書）
・業務管理モデルV02（基本業務設計書）

H20.04 審査業務部に統合運営基
盤企画室（16人体制）を新
設

業務・システム最適化推
進室を18人体制に削減

H20.10 特許庁、最適化計画改定版の公表

特許庁、ＵＡ基幹開発業者の調達に係る意
見招請
→入札延期

H24.01に
延期

H20.11 1,100～1,300人体制に増
員

H21.04 設計規約の策定、ＵＡ設計書設計手順の変
更（特許庁職員も積極的に関与）

統合運営基盤企画室を27
人体制に増員

システム開発室に設計規
約、設備設計、移行設計
等の担当者を8名配置

業務・システム最適化推
進室を6人体制に削減

人員を段階的に削減

H21.07 庁内要望の整理 業務・システム最適化監
理官と情報システム室長
とを兼務（指揮命令系統の
一本化）

H21.08 TSOL、成果物を提出
→品質不十分

H21.09 700人体制に削減

H21.10 特許庁、最適化計画改定版の公表 H26.01に
延期

H21.11 ＵＡ基幹開発業者の調達に係る意見招請 統合運営基盤企画室を総
務部に移管（指揮命令系
統の明確化）

H22.01 1,000人体制に増員

H22.03 TSOL、成果物を提出

H22.04 特許庁、入札公告
→取消し、延期決定

H22.06 TSOL、最終成果物提出
→残件有り

フェーズ1
（IPO表によ
る設計アプ
ローチ）

フェーズ2
（業務管理モ
デルによる
設計アプロー
チ）

フェーズ3
（設計規約に
よる設計アプ
ローチ）

プロジェクト開始

TSOL、IPO表作成

特許庁、原課要望・制度改正確認
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第４ 「設計成果物」の技術的検証

１ 問題点

通常のシステム開発では，要件定義書の策定，設計という手順で進捗し，設計の品

質確認を行うには要件定義書との対比で検証がなされる。

しかしながら，本プロジェクトにおいては，前述の経緯に記されたとおり，要件定

義書に相当する業務要件確認書や業務管理モデルＶ０１，Ｖ０２の作成を目指したも

のの，一部の領域で完成するにとどまり，平成２２年６月末に提出された「設計成果

物」は，基幹業務に係るＵＡ設計書，書類設計書，設計規約の３点からなっている。

このため，本プロジェクトの技術的検証の対象である「設計成果物」のうち業務運

用を規定するＵＡ12設計書については，業務を漏れなく満たしたものになっているか

という観点（業務の網羅性）について，通常の要件定義書との対比という方法を採用

することができず，後述の方法を採用することとした。また，併せてＵＡ設計書につ

いては品質の確認も行った。

２ ＵＡ設計書の評価

（１）業務の網羅性（個別領域ごとの充足性含む） 
ＵＡ設計は，業務の観点から見ると，大きく分けて，以下の７業務領域からなり，

それぞれの業務領域について，ＵＡ設計書の策定工程及び確認方法を検証した。

・ 受付（受付，インタラクティブ，申請人登録，閲覧，発送，公報，全庁共通（物

件管理），料金）

・ 方式審査（国内出願，国際特許出願（国際段階，国内段階），国際商標登録出願） 
・ 登録（登録，目視登録，国際商標登録出願）

・ 特実審査

・ 意匠審査

・ 商標審査

12 ５０頁脚注１１参照
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・ 審判審理

検証の結果，各業務領域におけるＵＡ設計書の策定工程は，大きく次の３つのパタ

ーンに分類できた。

(ⅰ)業務管理モデルが完成しており，同モデルの機能設計書を設計規約に則ってＵ
Ａ設計書へと変換した分野。

(ⅱ)業務管理モデルが一部の完成にとどまっている分野であって，現行システムと
同等機能を実現すべき業務については，現行システム設計書，事務処理便覧等に

基づいてＵＡ設計書を作成した分野。

(ⅲ)業務管理モデルの作成が一部にとどまっている分野であって，現行システムで
はペーパレス化されていない業務を含むため，現行システム設計書を参照できな

い業務については，事務処理便覧等からシステム化対象範囲を決め，それに基づ

いてＵＡ設計書を作成した分野。

このようにＵＡ設計書の策定工程には３つのパターンがあるが，(ⅰ)及び(ⅱ)につい
ては現行のシステム設計書，事務処理便覧等を基に，現行システム業務に従事してい

る者の知見を活用して設計書を作成しているため，特許庁側の承認プロセスが適切に

行われている限り，業務の網羅性に問題がある可能性が少ないと判断される分野であ

る。 
これらの分野については，参照資料が客観的に存在しているため，業務に抜けがな

いことを比較的容易に確認することが可能であり，参照資料とＵＡ設計書の対照表を

作成し，確認することによって概ね業務の網羅性に問題がないことを確認した。

他方，(ⅲ)については，業務の網羅性に問題がある可能性が高いので，ペーパレス
化に伴う運用上の変更点を中心に重点的に確認作業を実施した。具体的には，「審判審

理（当事者系に係る部分）」，「方式（国際商標登録出願に係る部分）」，「登録（移転申

請に係る部分）」の３分野について確認し，以下の結論を得た。 
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ア 審判審理（当事者系13に係る部分）

当事者系審判業務については，書類の受付，発送は書面で行われ，書類の原本も全

て書面で管理されているものの，案件のステータス管理や起案・決裁業務等，既に多

くの庁内処理がシステム化されている。

運営基盤システムにおける最大の変更点は，申請書類の受付のオンライン化及びそ

れに伴う方式調査の機械化であるが，これらは，現行システム上で既にシステム化さ

れている査定系審判と共通する部分が多い。これらの部分は，査定系審判の現行シス

テム設計書等を参考にしてＵＡ設計書が作成されており，ＵＡ設計書に網羅性の点で

問題がある可能性は低いものと考えられる。

ただし，網羅性を完全に検証できたわけではなく，依然としてリスクは存在してい

ることから，今後，ロールプレイ14等により，更なる検証を行うことが必要である。

イ 方式（国際商標登録出願に係る部分）

国際商標登録出願に係る方式業務についても，当事者系審判業務と同様，既に多く

の庁内処理がシステム化されている。

運営基盤システムにおける最大の変更点は，申請書類の受付のオンライン化とそれ

に伴う方式審査の機械化，発送のオンライン化であるが，これらは，現行システム上

で既にシステム化されている国内方式業務と共通する部分が多い。これらの部分は，

国内方式業務の現行システム設計書等を参考にしてＵＡ設計書が作成されており，ア

と同様，ＵＡ設計書に網羅性の点で問題がある可能性は低いものと考えられる。

ただし，国際商標登録出願に係る方式業務では，起案をしてもその情報がステータ

ス情報に自動反映されないなど，現行のシステム化の程度は，当事者系審判業務より

も低いこと，国際事務局との間の書類の受付，発送など，国内方式業務にはない固有

業務も一部存在することから，今後，ロールプレイ等による検証を，よりきめ細かく

行う必要がある。

13 審判審理には，査定系（審判請求人が特許庁を相手にして行うもの）と当事者系（審判請求人が特許
権者等を相手にして行うもの）がある。
14 ６２頁第４－３（５）参照
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ウ 登録（移転申請15に係る部分）

移転登録業務に関しても，既に庁内処理の多くはシステム化されており，登録原簿

も電子化されている。

運営基盤システムにおける最大の変更点は，申請書類の受付のオンライン化と，発

送のオンライン化であり，ア，イと同様，他領域における既存システムのオンライン

申請，発送を参考に設計されているため，ＵＡ設計の網羅性について問題が生じる可

能性は低いものと考えられる。

ただし，登録の原因を証明する書類は書面提出のままであるため，職員が，オンラ

イン提出された申請書類と書面提出された証明書類とを待ち合わせて，突合する必要

があるなど，既存の業務内容の変更が必要になるという問題がある。

このような変更は，業務の運用に関するものであり，新たな運用が適切に定められ

ている限り，ＵＡ設計書に問題が生じる可能性は低いものと考えられるが，運用方針

次第では，システム側での対応（ＵＡ設計書の変更）が必要となる可能性もある。移

転登録業務については，早急に運用面の方針を固め，ロールプレイ等による検証を，

よりきめ細かく行う必要がある。

（２）品質評価

「設計成果物」は作成量，確認量が極めて大量になるために，ＴＳＯＬ品質管理部

門のチェックリストによるチェック，特許庁の対面レビュー時の特許庁職員による確

認というプロセスを経た後，アクセンチュアにてチェックツールを駆使した品質確認

を行うことで，これまで，随時，成果物ごとに品質管理が行われてきた。

「設計成果物」の品質評価のチェックの観点は以下のとおりである。

ア 品質チェック観点

充足性：成果物作成予定数と実際に提出された成果物の数との整合性

調達仕様書その他設計書等で定義された機能要件との整合性

均質性：事前に定めた手順，記載方法に従っていること

整合性：領域内及び領域間で，記述・設計内容に齟齬がないこと

15 登録された特許権等を他人に譲渡等するための申請
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妥当性：設計規約に適合していること

形式／体裁：記載内容が適切に表現されていること

イ 品質確認結果

アクセンチュアによる「設計成果物」の品質確認結果は，以下のとおりであった。

チェックツールにて，外部設計と内部設計の間，外部設計同士間，及び，内部設計

同士間の整合性について１１７の観点から確認を実施した。

その結果，１０観点においてエラーが発見され，エラー総数は１４７件であった。

その内訳は以下のとおり。

（エラー数）／（確認母数）

外部設計←→外部設計 ： ７６／２８８，５９９（０．０３％）

外部設計←－内部設計 ： ４６／ ２５，７９８（０．１８％）

内部設計－→外部設計 ： ０／ ５７，９７３（０．００％）

内部設計←→内部設計 ： ２５／ １４，５８８（０．１７％）

アクセンチュアによる確認と指摘はこれまで随時行われている。平成２１年９月～

２２年６月末までの累計指摘数及び対応状況は以下のとおり。

外部設計 ：指摘数 １１，９０９

対応済 １１，８０１（９９．１％）

未対応 １０８（ ０．９％）

内部設計 ：指摘数 １５，５１８

対応済 １５，４３９（９９．５％）

未対応 ７９（ ０．５％）

以上のとおり，外形上の品質は，品質確認結果を見ると概ね問題箇所の改善が認め

られる。今後の品質向上プロセスにおける残件（後述）の解消により，ＵＡ開発段階

に進むことが可能なレベルに達することが期待できる。

（参考）チェック対象とその数
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「設計成果物」の仕事数 ： ９，６９３仕事

仕事数（派生16） ： ４，３７１仕事

仕事数（合計） ：１４，０６４仕事

設計図表 ：５６，５７５図表

設計図表（派生）：３３，６２３図表

設計図表（合計）：９０，１９８図表

（３）残件（設計書への未反映項目等）

「設計成果物」について，７月以降，特許庁において確認作業が実施されている。

この確認作業の結果，ＵＡ設計書に関して「設計成果物」で解消されていない残件

は，相当数あるものの全て特定されている。残件には，エラー・例外処理，設計規約

の修正が必要なもの等の優先度の高いものも含まれている。

現時点で大幅な手戻りをもたらす可能性のある残件は検出されていないが，運営基

盤システムのコンセプトによる書類の重ね合わせ，ラベル（抽出条件式）設計，点検

（機械チェック）処理設計に比較的多数の残件が存在しており，特に，これらの点に

ついては手戻りのリスクを早期に確認する必要がある。

今後，ＴＳＯＬ及び特許庁は，ＵＡ開発担当業者の調達再開前に，早急に残件解決

の目処を明確化した上で，早期解消を図ることが必要である。

３ 今後の作業における課題

（１）「設計成果物」の開発規模について

運営基盤システムは，各ユーザアプリケーションを互いに疎な関係とするコンセプ

トであるため，複数のアプリケーションに共通する要素であっても極力共通化しない

設計手法を採用している。

この設計手法の下では，複数のアプリケーションが互いに共通・類似する要素を重

複して持つことになるため，アプリケーションの開発規模が大きくなり，「設計成果物」

16 基本となる仕事を部分的に変更して作成するもの。扱う書類名のみの変更等。
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に対して暫定的に算出された開発規模は，当初の想定を上回るものとなっている。

一方で，このような共通・類似する要素については，他のアプリケーションの要素

をコピーする，あるいは若干の修正を加えるのみで開発可能であるから，アプリケー

ション開発に要する工数は，相当程度削減可能であると考えられる。

ただし，そのためには，共通・類似する要素を管理しておくことが前提となる。し

たがって，そのような管理を行うツールの整備について，早急に検討すべきである。

また，「設計成果物」の開発規模や工数は，今後の開発スケジュール・開発費用やメ

ンテナンス費用に直結するため，特許庁，ＴＳＯＬ，アクセンチュアは，ＵＡ開発担

当業者の調達再開前に「設計成果物」の開発規模や工数を精査し，必要に応じて，開

発スケジュールの見直し等の対応を検討すべきである。

（２）移行設計について

移行とは現行システムから新システムに間断無くスムーズにシステムを切替可能と

する準備段階をいう。移行には，データの移行，システムの移行，業務の移行がある。

データの移行では現行のシステムが保持しているデータを必要な変換を施した上で

新システムに移す必要がある。運営基盤システムは書類中心のシステムとなるため，

案件の状態を書類のみで把握できるように，現行システムの書類データ及びＲＤＢ17

上に保持されているデータから，新システムの書類データを生成する変換（データマ

ッピング）作業が必要となる。

このデータマッピング作業を正確に行うためには，現行システムのデータの定義や

エラーデータの調査や確認を行う必要があり，特許庁を介する形で現行システムの総

合運用管理ベンダ（ＮＴＴデータ）の協力を得つつ，平成２１年４月～平成２１年１

０月にかけて現行システム設計書と実データの内容の比較調査が実施された。

17 ＲＤＢとは，１件のデータを複数の項目の集合として表し，データの集合をテーブルと呼ばれる表で
表す方式に基づいて設計されたＤＢ。ＩＤ番号や名前などのキーとなるデータを利用して，データの結

合や抽出を行うことができる。
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そして，この新旧書類等のデータマッピングを行っていく上での課題を洗い出し，

データマッピング作業を円滑に行うために，平成２１年１１月～平成２２年２月まで

先行データマッピングが行われた。

その後，先行データマッピングの結果を受けて「データマッピング実施要領」が３

月１５日に改定されたが，ＵＡ基幹業務の設計スケジュールの遅れにより，実質的な

データマッピング作業開始は平成２２年７月となった。

現在，申請書類（８２５書類）のうち３０４書類のマッピングが行われており，順

次他の書類のデータマッピングを行う予定となっている。（全書類数約２５００書類）

データマッピングの過程で書類の変更が生じ，設計書に手戻りが発生するリスクが

あるため，データマッピングにおける課題等を早急に特定し，データマッピングの完

了に向けた具体的作業計画を早期に立てる必要がある。

また，移行に関しては，今後，データマッピングの終了後に，業務移行方式設計，

システム移行方式設計，移行プログラム設計等の種々の工程があるため，その工程間

の相互の関係に十分考慮した上でスケジュールを見直すとともに，総合運用管理ベン

ダの協力が必要な事項についての検討を行うべきである。

（３）性能（設備設計）の検証について

運営基盤システムは，ＸＭＬ書類をベースとして，蓄積された書類データから，そ

の都度必要な情報を作成するという簡素かつ単純なシステムであるが，ＲＤＢを用い

ず，その都度必要な情報を作成するため，設備（ハードウェア）の性能に対する懸念

がある。

これまでの設備設計においても，プロトタイプによる実機検証により処理時間の予

測値を算出した上で，頻繁に設備を呼び出す業務について，現行システムの運用経験

値に基づき，ピーク時に必要な処理能力（通常負荷の５倍）を考慮して性能要件を定

めるなど，設備への負荷を十分念頭に置いた設計が行われている。また，仮に，計算

上要求性能を満たした設備を導入したがどうしても実際の性能が出ない場合は，設備

の数を増やすことによって担保する方策が準備されている。
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しかしながら，処理が重くなると考えられる一覧表示画面や件数表示画面等の頻繁

に利用する全ての画面において，パターンを増やしたシミュレーションを行い，必要

ならばユーザアプリケーションあるいは設備の設計変更を検討することが望ましい。

（４）プロジェクトの効果の検証について

最適化計画は， 
（ⅰ）業務面の見直しにより，庁内外業務の効率化・簡素化18がなされること

（ⅱ）システムの運用面でのコスト削減効果19がもたらされること

を狙いとしている20。

上記（ⅰ）の効率化・簡素化の観点から見直すべき業務としては，最適化計画に記

載されている項目のうち，インタラクティブ申請やペーパレス化の推進等の電子化の

範囲を拡充するものについては，既に現状の「設計成果物」に含まれており，業務の

一層の迅速化に必要な運用見直しに関しても，バッチ処理の解消等については対応し

ている。

しかしながら，最適化計画の目的の一つである特許庁全体を俯瞰した業務の徹底的

な効率化・簡素化は，今後の課題となっている。法制度改正等に必要な改造の容易な

運営基盤システムが稼働した後には，直ちに業務運用の最適化の実現に向けて着手す

る必要がある。

上記（ⅱ）のシステムの運用面でのコスト削減効果は，法制度改正等への柔軟な対

応が可能な書類を中心としたシンプルかつオープンなアーキテクチャの採用により実

現される。

具体的には，法制度改正等により影響を受けるシステム範囲が限定されることによ

18 例えば，インタラクティブ申請の実現，当事者系審判や移転登録申請手続のペーパレス化，公報発行

業務の簡素化など
19 例えば，新規のシステムアーキテクチャ採用による法制度改正等に柔軟に対応可能なシステム改造の

容易化，システムの運用経費の低減など
20 「特許庁業務・システム最適化計画」（平成２１年１０月改定）２０～２１，２３～２６，４０～４
１頁参照
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り，改造コスト自体が削減できるほか，システム開発ベンダに依存せず，特許庁自ら

システム改造コストを見積もることが可能とされている。

システム改造コストの削減については，法改正のシミュレーションを行い，過去の

法改正に基づく改造を，運営基盤システムに対する改造とみなしてコストを試算し，

過去の実際の法改正時のシステム改造コストと比較する検証作業が行われ，既存シス

テムの改造に比べ平均３４％のコスト削減が可能との結果が出ている。

一方，特許庁自身によるシステム改造コストの見積りについては，明確な見積り手

法が未だ確立されていない。今後は，簡易かつ正確なシステム改造コストの見積り手

法について検討することが望ましい。

また，システムの運用面でのコスト削減効果は，機能の集約化・簡素化によるハー

ドウェア資源の削減や，オープンシステムへの移行による，ハードウェア関連費用の

削減でももたらされる。

ユーザに対するレスポンス等の性能要件を確保しつつ，最大限の経費削減効果が発

揮されるよう，今後，システム設備の設計の際には十分留意する必要がある。

（５）ロールプレイの実施について

ロールプレイとは，業務シナリオを作成し，仕事の設計図表を抽出し，仕事間のデ

ータ入出力の照合を行う業務検証である。具体的には，ＵＡ開発担当業者参画に向け

た事前準備として，抽出した仕事に関わる入出力のテストデータ定義を作成し，ＵＡ

設計書の妥当性を確認する作業である。

平成２２年６月に，「設計成果物」（４月末時点）の業務検証・確認を目的として，

３３９仕事（全仕事数９，６９３仕事の３．５％），２６シナリオについて，ロールプ

レイが実施された。

その結果，８９４件の指摘がなされ，そのうちの３０２件が，設計書の修正が必要

な指摘（外部設計書のみ：２７件，内部設計書のみ：２５９件，外部設計書・内部設

計書両方：１６件）であり，その大半が内部設計書に対する指摘であった。



63

今後は，この３０２件の指摘を他分野へも横展開し，当該指摘を考慮すべき仕事や

設計図表の対象を精査の上，対応方針を決定し，個別に対応を施す必要がある。

また，今回のロールプレイの実施に要した工数は約１０．７人月であり，全９，６

９３仕事分実施する場合の工数は，約３００人月と想定される。このように，ロール

プレイの実施には，非常に大きな作業負担を伴うが，特に重要な現行の業務運用から

大きく変更される部分を対象に，重点的に設計内容の確認作業を行っていくことが必

要である。

（６）新業務運用の可視化について

業務管理モデルＶ０１，Ｖ０２は，業務の可視化資料としての役割を担うものと期

待されていたが，前述21のとおり作成完了には至らなかった。業務の可視化資料は，

下流工程であるテスト工程における業務シナリオ作成，業務マニュアル作成，操作マ

ニュアル作成，さらには，稼働後のシステム改造にも活用できる重要なものであるこ

とから，ＴＳＯＬ及び特許庁は，ＵＡ開発担当業者の調達までに作成する必要がある。

第５ 今後のプロジェクト推進体制とプロジェクトマネジメントの在り方

１ 発注者（特許庁）の体制と役割

（１）経緯と現状

（プロジェクト推進体制）

当初は情報システム課を中心としてプロジェクトが推進されてきたが，平成１７年

４月，最適化計画改定段階で「業務・システム最適化推進室」が同課内に設置され，

ワーキンググループを通じて原課との調整を行いつつ，最適化プロジェクトを推進し

ていくものとされた。

同年１０月には，行政組織の簡素化のため，「情報システム課」が廃止され，総務部

21 ５３頁第４－１参照
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直轄の訓令室として「情報システム室」が設置された。これに伴い，従前，情報シス

テム課に属していた上記「業務・システム最適化推進室」及び「情報技術企画室」，「シ

ステム開発室」は，形式上「総務課」に移管されたが，業務面は従前と同様，情報シ

ステム室長の指揮命令系統下に置かれるものとされた。

平成１８年３月に，特許庁のＩＴ施策の連絡調整組織である「ＩＴ化・業務改革推

進委員会（委員長：総務部長）」の下部組織として，「業務・システム最適化推進プロ

ジェクトチーム（統括責任者：総務部長）」が設置され，経済産業省ＣＩＯ補佐官22の

助言を得つつ，「業務・システム最適化推進室」が主導で調達仕様書作成，調達手続，

契約を行った。

本プロジェクトの遅延が顕在化してきた時期である平成１９年１０月には，「ＩＴ

化・業務改革推進委員会」を廃止し，特許庁長官を委員長とする「ＳＭＡＲＴ ＪＰ

Ｏ推進委員会」を設置して，当該委員会が本プロジェクトの庁内連絡調整組織とされ

た。 

平成２１年７月以降は，「ＳＭＡＲＴ ＪＰＯ推進委員会」の下で運営基盤システム

の開発推進を担当する「運営基盤システムＷＧ」において，統括責任者，副統括責任

者をそれぞれ総務部長，業務・システム最適化監理官（情報システム室長）とするこ

とにより，推進体制の一元化が実現されている。

（情報システム室内の設計・開発体制）

「業務・システム最適化推進室」が，平成１８年１２月に設計開発担当業者（ＴＳ

ＯＬ）及びプロジェクト管理支援業者（アクセンチュア）を調達した後，運営基盤シ

ステムの設計作業を開始したが，設計開始直後から進捗が思わしくなかったこともあ

り，平成１９年８月に最適化プロジェクトを専門的に管理する者として，「業務・シス

テム最適化監理官」を設置した。

22 政府のＣＩＯ（経済産業省においては事務次官）を補佐する情報技術の専門家で，特に業務・システ
ムの最適化について具体的な方策を検討し助言する役割を担う。 



65

さらに，平成１９年１０月には，過去のシステム開発に携わった経験者やベテラン

を集めた「ステアリングＷＧ」を設置し，業務イメージの詳細化，プロトタイプによ

る検証等において，モデル事例を提示しＴＳＯＬの設計業務の支援を実施した（平成

２０年１０月に解消）。

平成２０年４月には，業務部門の原課による設計成果物の確認を効率的に実施する

ため，原課業務の経験者によって構成される「統合運営基盤企画室」を審査業務部内

に設置した。

平成２１年７月には，情報システム室内において現行システムのメンテナンス・改

造業務よりも業務・システム最適化プロジェクトの比重が大きくなってきたことから，

上記の「業務・システム最適化監理官」ポストと現行システムの責任者である「情報

システム室長」ポストを統合し，情報システム室における指揮命令系統を一本化し，

情報システム室本体のプロジェクト関与度を大幅に高めるとともに，これまでプロジ

ェクト全般の実施業務を行ってきた「業務・システム最適化推進室」を段階的に縮小

し（平成２２年廃止），情報システム室本体が推進主体となった。

平成２１年１１月には，「統合運営基盤企画室」を「審査業務部」から「総務部」に

移管し，本プロジェクトに係る組織をすべて情報システム室の統轄下に置いた。

（２）現状の問題点と課題

(度重なる体制変更による混乱と責任意識の低さ)
ＴＳＯＬとの契約は請負契約であるとして，特許庁の積極的関与の意識は必ずしも

高くなかった。また，経緯をみる限り，特許庁の本件プロジェクトに係る体制が過去

何度も変更され，発注者である特許庁の具体的方針が一本化されないため，ＴＳＯＬ

の不慣れな対応と相まって，本プロジェクトの進捗に問題が発生していた。このよう

な体制変更が特許庁内の当事者意識をより低下させている。

平成２１年７月以降，情報システム室に指揮命令系統が一本化されるなど，改善さ

れているが，依然として，体制整備及び意識改革の両面で不十分である。
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（委員会形式の限界）

「ＳＭＡＲＴ ＪＰＯ推進委員会」は長官以下をメンバーとする委員会形式の検討

会議であり，正規の指揮命令系統に基づく組織ではなく，「運営基盤システムＷＧ」も

課室長クラスをメンバーとする合議体となっており，責任主体の権限が必ずしも明確

でない体制で進められている。

この点，委員会方式という適宜招集して開催する組織形態では，プロジェクトに関

する具体的問題を必ずしも全て適時に対応できるわけではない。このため，指揮命令

系統の一層の明確化及び原課との調整能力の強化の観点から，更なる改善が望まれる。

（情報システム部門の権限等）

平成２１年７月に「業務・システム最適化監理官」が「情報システム室長」ポスト

に統合・強化されたが，情報システム室長の権限には引き続き不明確な点が残ってい

る。 
情報システム課の廃止とともに，情報システム室長は，組織規程上は総務課に属す

る情報技術企画室，システム開発室，業務・システム最適化推進室を訓令上指揮する

ものとされたが，政令課当時に比して業務部門の原課に対する権限が弱体化し，かつ

室長を補佐するスタッフが十分でないこともあり，各室間の十分な情報の共有や庁内

の調整を難しくしている。結果として，原課の要求事項の取捨選択に相当な時間を要

した。

また，ＴＳＯＬと現場でのコミュニケーションに問題が生じた場合に，積極的にプ

ロジェクト管理支援業者に意見及び解決案の提案を求めるなどの対応ができていなか

った。

（専門性に起因する組織的なコミットの不足）

本件では，特許庁内の権限及び責任の不明確さのみならず，情報システムの専門性

が相まって，情報システム室とＴＳＯＬ間の現場において，曖昧な形での指示の変更

や期間の延長等がプロジェクト初期段階で生じた可能性がある。

こうした現場レベルにおける発注者側と開発業者のやりとりは，本来，契約及び仕

様書に基づいた確認事項であるのか，新たな追加要請事項であるのか法務会計的な観

点を含めて判断されるべきものであり，この点に関して双方の法務・会計部門による
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十分な関与がなされなかったことがその後の現場における混乱を引き起こした原因の

一つである。 
一方，特許庁内においては，前述のような指揮命令系統や権限の不明確さに加え，

情報システムの専門性にも起因して，歴代の長官を始めとしたマネジメント層による

一貫した組織的なコミットが不足していた。そのため，開発現場と意識の共有が充分

になされず，本件を巡る混乱を拡大させたといわざるを得ない。

以上のような事態を再発しないよう，今後は，システム開発を情報システム部門に

委ねず，全庁的なコミットを確保していく必要がある。

（ＵＡ23開発担当業者の参画後の課題）

ＵＡ開発担当業者の参画後は，ＴＳＯＬのみならずＵＡ開発担当業者など複数ベン

ダの調整が新たな課題として生じ，その対応準備が必要である。

具体的には，ＴＳＯＬ及びプロジェクト管理支援業者との関係において，多数ベン

ダの管理をどのような役割と責任をもって行うか，各ベンダとの契約書の義務範囲か

ら更に進めて明確化した上で取り組まなければ，混乱24や進捗の遅れが生じる可能性

がある。

（外部専門家による監視の不足）

専門性の高い情報システム開発においては，外部専門家による監視が内部のマネジ

メント層における問題発見・解決機能を補完する役割を果たし得るが，本プロジェク

トにおいては，最適化計画の改定時に経済産業省のＰＭＯ組織25，総務省行政管理局

及びＣＩＯ補佐官等連絡会議等の外部組織に報告してきてはいるものの，いずれにし

ても遅延が顕在化した後の対応であり，定期的にプロジェクトの進捗状況をウォッチ

するような専門的な外部組織は存在していない。

また，ＣＩＯ補佐官による実務的な助言の機会も有しているが，現在特許庁を担当

している同補佐官は１名であり，十分なサポート体制が整備されている状況にもない。

23 ５０頁脚注１１参照
24 例えば，各ベンダ間の進捗管理，成果の確認作業のみならず，ＵＡ開発担当業者から瑕疵の指摘等が

された場面等で顕在化する可能性がある。
25 プロジェクトマネジメント方式の標準化や普及，プロジェクト管理業務の支援，プロジェクト間の調
整などを行う。 
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（調整メカニズムの不存在）

ＵＡ開発担当業者の参画以降，ベンダ間で調整がつかない問題が生じ得るにもかか

わらず，早期に問題に対応する外部の技術及び法律の専門家等を交えた調整的役割を

果たす調整メカニズムが整っていない。

（３）提言

○システム開発の裁判例26においても，発注者が開発業務の内容を熟知しているこ

とを根拠に，発注者に信義則に基づく協力義務を認めている。

そこで，特許庁としても，請負業務であるからＴＳＯＬや今後参加するＵＡ開

発担当業者に任せておけばよいという消極的意識ではなく，むしろ協力義務があ

るという意識を強くもつべきである。

また，関与する特許庁の原課及び情報システム部門の現場レベルにおいても，

このような意識を強く持ち意識改革を徹底すべきである。

○全庁的なコミットを確保するとともに，情報システム部門が，システム開発に関

する庁内の利害調整のみならず，ベンダ間の調整を含め作業全般に強力なリーダ

ーシップを発揮し得るよう，以下のような組織体制を整備すべきである。

・情報システム部門を，長官を始めとしたマネジメント層と直結した組織とする

・情報システム部門を権限の明確な法令上の確固たる組織とし，原課の要求事項

についての決定を含む現場の調整，決定，管理等の権限を集中させる

・情報システム部門の長の直轄サポート体制を整備する

・情報システム部門がベンダ等参加の会議体において，協議事項を最終決定する

等のリーダーシップを発揮する。

なお，当該会議体は，特許庁の情報システム部門，ＴＳＯＬ，プロジェクト

管理支援業者のみならず，ＵＡ開発担当業者，ハードウェア納入業者，総合運

用管理ベンダ等が参加し，進捗管理，関係当事者間の役割・責任を協議し，こ

れらの事項について最終的には特許庁の情報システム部門が決定するものであ

る。 

26 東京地判平１６・３・１０(平成１２年（ワ）第２０３７８号，平成１３年（ワ）第１７３９号） 
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○人事面からも，強力かつ一貫したシステム開発を可能とする環境を構築するため，

開発期間中には，以下のように努めるべきである。

・情報システム部門の中枢メンバーを，原則として，固定化する

・原課担当者も原則として，固定化し，情報システム部門と連携した業務の最適

化を図る 

○特許庁内の人材にとどまらず，外部の専門人材（ＣＩＯ補佐官含む）を積極的に

活用すべきである。具体的には，内部人材を補完するプロジェクト推進担当者と

して民間企業等外部のシステム開発経験者を数名程度採用することが望ましい。

ただし，ただ専門人材を増やせばいいというものではなく，前述のとおり，情報

システム部門の権限を明確化した上で，役割に応じた人材補充を行うことが極め

て重要である。

また，プロジェクトの進捗状況について，定期的（例えば４半期毎）に外部の

有識者による評価を受けることを通じて，課題の早期抽出及びその解決に努める

べきである。

○特許庁の法務・会計担当部門が，プロジェクト進行上に係わる法務・会計上のリ

スクや進捗状況をチェックできる体制や関係者の調整を行うことができる体制を

整備すべきである。法務・会計・技術等の専門性の観点から，対応が困難な場合

には，適宜，外部人材の関与により機能を補完すべきである。

また，定期的な評価・助言のみならず，関係者間では調整が難しくなった事項

について，調整的に判断を行うことで解決するメカニズムを検討することが望ま

しい。その際に，後述のプロジェクト憲章，協働関係形成のための取決めも参考

にされたい。

２ プロジェクト管理支援業者（アクセンチュア）の体制と役割

（１）経緯と現状

運営基盤システム設計・開発のプロジェクト管理支援業者は，平成１８年１２月に
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競争入札を行い契約先として，アクセンチュアに決定した。主な作業は，プロジェク

トの実施計画や標準管理要領を作成し，工程の進捗管理を行うことである。また，プ

ロジェクトにおける課題管理や成果物の品質管理を行い，円滑なプロジェクト運営に

努めることである。

プロジェクトの立ち上げ時点においては，ＴＳＯＬの作業状況に混乱や問題27が散

見され，改善のための措置が行われた。また，プロジェクト開始後３月が経過した平

成１９年４月頃においては，設計作業が進むにつれて，ＴＳＯＬの進捗管理面や品質

管理面において，課題や問題が発見されるが「解決されない（解決策が提示されない，

提示されても結果がでない）。」といった状態が継続し，「緊急改善プラン」28の策定が

行われ実施された。

さらに，業務設計支援として，平成１９年９月以降の機能設計工程を円滑に推進し

ていくための作業アプローチの検討29を実施した。

実施体制としては，プロジェクトの立ち上げ準備やプロジェクト管理上の課題・問

題への速やかな対応のため，７～２０人の体制で対応した。

その後アクセンチュアは，運営基盤システムで実現する要件を取りまとめた「新業

務の全体イメージ(Ｌ1及びＬ２)」30の作成，及び平成１９年８月からの「業務管理モ

デルＶ０１及びＶ０２」を中心とした設計段階においてプロジェクト管理を実施した。

実施体制としては，業務領域での機能設計が遅延していたことから，業務設計支援

に注力して，１８～３６人の体制で対応した。

平成２１年４月に設計方針の見直しが行われた。調達に当たっては，調達ガイドラ

27 プロジェクト関係者との円滑な調整，議論，検討を促進するために策定した「コミュニケーション管
理要領」が遵守されておらず，プロジェクト関係者との情報共有が図れていないといった問題があった

(一例：議事録の作成が遅延又は作成されていない)。
28 各種活動(進捗管理，課題管理，品質管理，リスク管理及びその他)の評価を可視化した「スコアリン
グシート」を作成し，特許庁，ＴＳＯＬ，アクセンチュアの三者の認識の共有を図った（平成１８年 4
月中～5月末）。
29 業務領域の機能設計を開始するに当たり，分離調達に伴う開発範囲の切り分けや業務モデルとの整合
性への考慮及び「書類（契機書類，結果書類）」に関するデータ設計の位置付け等をまとめた「業務の

機能設計を円滑に進めるための作業アプローチについて(平成１８年７月２４日)」を策定した。
30 Ｌ１は，新記録原本を中心とした全体イメージや申請人等の利便性向上の観点からまとめており，Ｌ
２は，簡単な画面遷移等を用いて，Ｌ１を詳細化したものである。



71

インに則した情報システムの要件31が記載されている必要があることから，「設計成果

物」の構成要素が調達ガイドラインに則しているかの評価を行った。また，業務設計

の進捗管理においては，業務モデルの基本単位である「仕事」32をシステム構築の基

本単位とし，定量的な進捗管理を実施した。

実施体制としては，業務領域の進捗管理や設計課題の管理を行うため，１９～２７

人の体制で対応した。

（２）現状の問題点

アクセンチュアは，これまでの工程において進捗管理業務，調達支援業務に相当程

度のリソースを投入し，種々の提案は行ってきたものの，結果的にプロジェクトの遅

延回復には至らなかった。この点，問題に対する解決案が提示されても助言・提案に

とどまってしまっている事例が散見される。

例えば，問題に対する解決案の実施について，ＴＳＯＬ・特許庁間の合意がなされ

たのか不明確な場合がある。また，その後の改善策実施状況を確認し，対応策を修正

再実行することが必ずしも徹底されておらず，ＴＳＯＬが実態を理解せずに作業計画

を提案するなど何度も遅延を繰り返している。

このように，これまでの遅延の根本原因等に対して，プロジェクト管理支援業者と

して，具体的かつ実行可能な処方箋を十分示せなかったという点では，遅延に対する

責任は大きいといわざるを得ない。

また，本来，プロジェクト遅延の責任は，設計開発担当業者のみに存するわけでは

なく，発注者側にも原因があった可能性があり，このような問題及び改善方策を特許

庁のプロジェクト統括責任者等に対し，具体的かつ率直に指摘したならば，これほど

の遅延が発生しなかった可能性もある。

（３）提言

今後，ＵＡ開発担当業者の調達が再開されれば，同調達，ハードウェア調達，デー

タセンタ調達等の複数の調達が並走し，これら複数の調達手続や参画業者同士の協働

31 構成要素としては，機能・画面・帳票・外部インタフェース・データ一覧の記載が必要。
32 ４５頁第２－６（１）参照



72

体制の構築を含めた総合的なプロジェクト管理支援が必要となる。さらに，分離調達

を特徴とする本プロジェクトにおいては，今後の工程において，これまで以上により

高度なプロジェクト管理支援が必要となる。

そこで，まず，プロジェクト管理支援業者は，特許庁を発注者としたこれまでのよ

うな特許庁の情報システム部門の支援・助言にとどまらず，その後の実施及び支援・

助言効果の評価を絶えず行い，プロジェクト管理改善のための実効性のある具体的な

方策を特許庁に対して積極的に提示し，実施に積極的に関与すべきである。

また，プロジェクト管理支援業者は，特許庁の情報システム部門が最終的に決定す

る会議体に，担当役員クラスも含め積極的に参加し，関与すべきである。

これらの点を踏まえると，特許庁は，プロジェクト管理支援業者の役割と活用方法

を抜本的に見直すべきである。

３ 設計開発担当業者及びプライム・ベンダとしてのＴＳＯＬの体制と役割

（１）経緯と現状

（組織について）

プロジェクト開始当初から，プロジェクト統括を筆頭に，その下にプロジェクト管

理部門を置き，その下に設計部門を置く体制を敷いており，基本的な構造は現在まで

引き継がれている。

（人員について）

第１フェーズでは，当初６０人体制でプロジェクトをスタートし，平成１９年３月

に２００人体制へと増員した。このうち，プロジェクト管理と将来のノウハウ吸収を

目的に，全体の３分の１強に当たる７３人は，ＴＳＯＬプロパーが配置された。しか

し，その後の増員は，遅延の解消を目的に下請会社の設計要員が主となったため，４

５０人体制となった同年５月のＴＳＯＬプロパーは６８人とかえって減少していた。

第２フェーズでは，新アーキテクチャの採用に対応し設計手法の検討を行うＴＳＯ

ＬプロパーのＩＴアーキテクトを，また，人員が増大したことに対応し大規模プロジ
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ェクトを経験したＴＳＯＬプロパーの管理者を増員したため，ＴＳＯＬプロパーは１

１５人程度となった。しかし，下請会社の設計要員を大幅に増員しており，ＴＳＯＬ

プロパーは全体（１，１００～１，３００人体制）の１割に満たない程度であった。

第３フェーズでは，内部設計が本格化した平成２２年１月以降，１，０００人体制

となり，そのうちＴＳＯＬプロパーは約１７０人であった。

なお，今後は本プロジェクトが下流工程へ進み，ＵＡ開発担当業者他が参画してこ

れまでのＴＳＯＬ１社体制からマルチ・ベンダ体制となる。その中で，ＴＳＯＬは，

基盤開発業者として，また本プロジェクトの稼働責任を負うプライム・ベンダとして

非常に重要な役割を担うこととなる。

（２）現状の問題点と課題

（プロジェクト統括について）

設計・開発規模が極めて大規模であること，１設計開発業者としてだけではなく，

今後はプライム・ベンダとしての役割も担わなければならないことから，プロジェク

ト統括には，大規模プロジェクト全体を牽引するだけの統率力，管理能力，調整能力

が必要であるが，これまでそのような体制が整備されておらず，ＴＳＯＬ内の作業管

理及び特許庁との連絡調整等が不十分となっており，結果として，進捗遅延と品質の

劣化を招いた。

ＴＳＯＬは，これまで，懸念されるリスクを先取りし，その解決方法を自ら提示す

るといった積極性に乏しく，顕在化した問題を処理することに終始していた。加えて，

プライム・ベンダとしてプロジェクトを自発的に統率，牽引する役割と責任があると

いう意識が乏しい。

（プロジェクト管理部門について）

プロジェクト管理者層の一部においては，特許庁業務への理解，新アーキテクチャ

への理解が十分でなく，設計現場との必要なコミュニケーションが成立していない面

があった。

具体的には，プロジェクト統括からの指示を解釈して設計現場へ伝えることも，逆

に設計現場の問題を拾い上げてプロジェクト統括へ報告することもままならないこと
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があり，結果としてサブチーム個々の対応が進んでも，プロジェクト全体としての進

捗の推進，品質の改善に結びつかなかった。

（設計部門について）

これまでＴＳＯＬは増員に際し，９割近くは下請会社に依存しており，ＴＳＯＬに

よるコントロールが効きにくい状況にあった。また，ＴＳＯＬプロパーによる特許庁

業務，新アーキテクチャに対する理解も不足しており，課題に対する具体的かつ的確

な解決策の立案に時間を要した。

さらに，互いに契約関係にない下請会社同士ではコミュニケーションが十分に取れ

ないため，有用な情報が積極的に共有されない場合もあり，結果としてプロジェクト

全体の品質向上に結びつかなかった。

なお，前述のとおり，第３フェーズでは，プロパー社員比率の改善は図られてきて

いる。

（ＵＡ開発担当業者の参画後の課題）

本プロジェクトは分離調達を採用しているため，今後，ＵＡ開発担当業者，ハード

ウェア納入業者，総合運用管理ベンダ等複数のベンダが参画することになる。

前述の現状の問題点からすれば，今後，新たに，ＴＳＯＬのプライム・ベンダとし

てのＵＡ開発担当業者やその他のベンダへの統率・牽引不足，コミュニケーション不

足が生ずるおそれが多分にある。

（３）提言

○ＴＳＯＬは，自身に，プライム・ベンダとして，プロジェクトを自ら積極的に統

率，牽引する役割と責任があることを強く意識する必要がある。

裁判例33においても，ベンダは，納入期限までにシステムを完成させるように，

常に進捗管理し，作業を阻害する要因の発見に努め，適切に対処する義務があり，

発注者のシステム開発へのかかわりについても，適切に管理し，システム開発に

ついて専門的知識を有しない発注者によって開発作業を阻害する行為がなされる

33 東京地判平１６・３・１０(平成１２年（ワ）第２０３７８号，平成１３年（ワ）第１７３９号）
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ことのないよう発注者に働きかける義務を負う旨判示されている。

○プライム・ベンダとしてプロジェクト全体を牽引することが必要となることから，

参画する各ベンダを牽引するだけの統率力，管理能力，調整能力を有する大規模

プロジェクトの経験者をプロジェクト統括に配属することが必要である。

ＴＳＯＬ内に適切な人材がいない場合は，ＴＳＯＬ外からの人材確保を検討す

べきである。また，プロジェクト統括の責任と権限を強化するなどにより，下請

会社を含むＴＳＯＬ内のプロジェクト管理を厳格にコントロールできるようにす

る必要がある。

○プロジェクト管理に係るスキルを有する人材，具体的にはプロジェクト統括から

の指示を斟酌して設計現場に伝え，設計現場の問題を拾い上げてプロジェクト統

括に報告し，自ら解決策の検討を実施する人材をチームリーダーとして配置する

ことが必要である。

ＴＳＯＬ内に適切な人材がいない場合は，ＴＳＯＬ外からの人材確保を検討す

べきである。また，プロジェクト内部管理，計画作成に必要な情報を収集する専

任組織，及びプロジェクト決定事項を周知・徹底する専任組織を設けることが必

要である。

○ＴＳＯＬ内における特許庁業務，新アーキテクチャへの理解を維持するためにも，

プロジェクト統括，各チームのリーダー，各サブチームのリーダーの人事は，原

則として，固定化すべきである。

○ＴＳＯＬは，会議において最終的に特許庁の情報システム部門が決定した共有す

べき事項を，下請会社を含め現場レベルに明確に伝達すべきである。そして，当

該会議を特許庁（原課も含む）からの要望に対する最終的な決定事項の確認のた

めの窓口として一本化すべきである。

当該会議が円滑に進まず，決定できない事態に陥った場合について，前述の第

５－１（３）34も参照のこと。

34 ６９頁「○特許庁の法務・会計担当部門が･･･」参照
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○下請会社同士等業者同士のコミュニケーションの円滑化にも配慮すべきである。

また，ＴＳＯＬプロパーと下請会社等業者のキーマンとの間で双方向の知識移転

が行われることが必要である。

○特許庁業務，新アーキテクチャへの理解を維持するためにも，下請会社等業者の

キーマンの人事も，原則として，固定化すべきである。

４ 現行システム運用管理業者との協力体制

（１）経緯と現状

データ移行方式の検討のなかで，現行システムのデータ調査のため実データを利用

し，現行システム設計書と実データの内容の比較調査が実施されてきたところである

（平成２１年４月～平成２１年１０月）35。

この実データの抽出は，総合運用管理ベンダ（ＮＴＴデータ）への抽出依頼を特許

庁から行った。また，比較調査結果から，現行システムのデータの状態を把握するた

め，総合運用管理ベンダへの確認が行われてきた。この確認を更に円滑に行うために，

平成２２年５月には，「移行データ抽出検討＿コミュニケーションルール」が定められ，

総合運用管理ベンダへの確認が実施されている。

（２）現状の問題点と課題

総合運用管理ベンダとの契約は庁との契約であり，ＴＳＯＬと総合運用管理ベンダ

との直接の契約はないが，現在までは，コミュニケーションルールを定める等によっ

て，総合運用管理ベンダへの質問を含め，現行システムの情報を必要とする作業での

問題は発生していない。

一方，今後運営基盤システムのリリースまでの間に，総合運用管理ベンダにどのよ

うな協力を依頼することになるかは，十分検討し尽くされているとはいえない。

（３）提言

35 ５９頁第４－３（２）参照
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今後の工程，特に，移行の段階で，総合運用管理ベンダへの依頼の可能性があるこ

とから，移行の工程を見直す際に移行時における総合運用管理ベンダの役割及び協力

体制を明確化すべきである。

特許庁がデータについての権利者であることを前提に，特許庁は，総合運用管理ベ

ンダに対し，例えばデータをＸＭＬ化して提出させる等，データ移行に必要な情報を

特許庁が指定する業者へ開示，協力するよう要請することが必要である。

その他のデータ移行に関する提言については，前述の第４－３（２）を参照のこと。

５ 今後におけるプロジェクトマネジメントの在り方 

（１）プロジェクト参加者による役割及び責任の認識，相互の信頼関係の醸成～プロ

ジェクト憲章（プロジェクト・チャーター）の作成

○現状の問題点

上記１～４で明らかにされた問題点は，特許庁，ＴＳＯＬ及びアクセンチュアにお

いて，プロジェクトマネジメントを行う前提として，次のような問題が存在していた

ことに起因しているものと考えられる。

・それぞれの役割及び責任範囲について十分な自覚を持っていなかったこと

・リスク・課題等が発生した場合，問題点を共有し，協力して解決に取り組もうと

せず，むしろ責任回避行動に走っていたこと

・特許庁が発注者として果たすべき組織的コミットが不足していたこと

このように，一致団結してプロジェクトを成功させようという意識が欠落し，相互

の信頼関係が構築できていなかったことがプロジェクトの遅延につながったものと考

えられる。よって，本プロジェクトの再開に当たっては，まず，これらの原因を除去

することが重要である。

○提言

上記の問題点は，今回のような大規模かつ複雑なプロジェクトを実施するに当たっ

て時折見られることであるが，ＰＭＢＯＫ36等のプロジェクト管理の分野では，この

36 Project Management Body of Knowledgeの略。米国プロジェクトマネジメント協会が策定したプロ
ジェクトマネジメントに関する知識体系。各種プロジェクトを実施する際のフレームワークとして利用
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ような問題の発生を可能な限り未然に防止するため，プロジェクトを開始するに当た

って，プロジェクト参加者間でプロジェクト憲章（プロジェクト・チャーター）を作

成することを強く推奨している。プロジェクト憲章は，以下のような目的・内容から

成っているが，プロジェクト参加者が，これらの項目を一つ一つ議論して合意してい

き，最終的に署名することによって，待ち受ける困難に立ち向かいつつプロジェクト

を共同して完成させていくという意識を持ち，相互の信頼感の醸成を行うものであり，

本プロジェクトの再開に当たってまず最初に実施することが必要である。

＜プロジェクト憲章の目的・内容＞

（ⅰ）プロジェクトの全容を明確にする。

（ⅱ）プロジェクトの目的・目標（スコープ）を設定する。

（ⅲ）プロジェクト進捗過程で起こり得るリスクや課題を明確にし，それらの対応

策も併せて明確化する。

（ⅳ）仮定と制約条件を明確にする。

（ⅴ）主要なＷＢＳ37と成果物を明示し，当該プロジェクトが成功するための要件

と成功・完了を判断する基準を設定する。

（ⅵ）プロジェクト全体に共通の管理手法（進捗管理，コミュニケーション管理等）

を明確にする。

（ⅶ）プロジェクトの実施体制を明確にする。

このうち，プロジェクトの管理手法に関する具体的な提言等については，以下の（２）

で述べるが，それも含めて，プロジェクト憲章は，本プロジェクトのオーナーたる特

許庁が作成を主導することが必要であり，もし特許庁のみでそれが不可能な場合は，

外部の専門人材（ＣＩＯ補佐官含む）やプロジェクト管理支援業者の支援を得て行う

べきである。そして，今後のＵＡ開発業者の決定や，関係者の異動，予期せぬ重大な

問題の発生など，プロジェクト進捗の重要局面において，その都度，プロジェクト参

加者間でプロジェクト憲章の変更すべき部分を十分に議論し，合意をして，署名して

いくという手続きをとっていくことが，プロジェクト参加者間の問題点の共有と，協

力の意識及び信頼の維持のために不可欠である。

される。事実上の国際標準。
37 Work Breakdown Structureの略。プロジェクトで実施すべき作業を細かく分割したもので，ＥＶＭ
の入力値となる。
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（２）プロジェクト管理手法の運用について

本プロジェクトの運営基盤システムの設計・開発を開始するに当たり，業務・シス

テム最適化実施指針（ガイドライン）38に沿って，作業工程の管理・運営方法を記述

した「プロジェクト実施計画書」を平成１９年１月に特許庁，ＴＳＯＬ，アクセンチ

ュアの三者合意に基づき策定しており，その中で，「進捗管理」，「課題・問題管理」等

の各種プロジェクト管理手法が「標準管理要領」，「標準管理細則」等（以下，「標準管

理要領等」という。）としてまとめられている。

ここでは，標準管理要領等で規定されている各種プロジェクト管理手法のうち，今

後のプロジェクト推進のために特に重要な事項について，本プロジェクトの現状の問

題点及び提言を以下に述べる。

ア 進捗管理

○現状の問題点

標準実施要領等に沿って，これまで，月次サイクルによるＥＶＭ39による進捗管理

が実施されてきた。しかしながら，現状のＥＶＭでは，ＷＢＳに基づく各作業工程の

完了確認基準が曖昧であり，実態を的確に把握することが困難であった。そのため，

設計現場では他の進捗管理手法に頼らざるを得ない状況となっている。

○提言

作業工程の完了確認基準を明確にするとともに，実際の進捗状況に比例した出来高

を計上できるように，品質管理プロセスや課題管理プロセスにおけるステータスに応

じた出来高を設定する等ＥＶＭの活用方法を見直し，進捗状況の実態を的確に把握で

きるようにすること。

イ 品質管理

○現状の問題点

設計成果物の作成ペースが平準化されておらず，一時期に集中して大量作成された

38 平成１８年３月３１日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定
39 Earned Value Managementの略。プロジェクトで実施すべき作業を細かく分割し，それぞれの完了状
態に基づいてスケジュールやコストの状況を可視化する管理手法。
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結果，品質管理プロセスの一部において人的リソース不足が生じ，品質確認が十分に

なされていない設計成果物が，ＴＳＯＬから特許庁に提出されることがあった。

○提言

全ての設計成果物に対して均質な品質管理プロセスが適用されるように，設計ペー

スの平準化が維持される作業計画を策定し，実施すべきである。また，ＴＳＯＬは品

質管理の専門部署を増強すること。

ウ 課題・問題管理

○現状の問題点

担当レベルでは解決できない設計上の課題であり，情報システム室内に設置された

課題解決会議にエスカレーションされた事項について，どのように優先度を決定し，

具体的解決方法を決定するかが，明確になっていない。

○提言

課題・問題に対して優先度を決定し，優先度の高い案件から順次，計画を作成，実

行すること等を明確化し，標準管理要領等としてルール化し，その運用を徹底するこ

と。 

エ コミュニケーション管理

○現状の問題点

・特に，平成２１年４月頃までは，各種会議体の役割・責務が明確でなく，ＴＳＯＬ

側からは，特許庁側の意思決定確認先を特定することができず，特許庁とＴＳＯＬ

との間のコミュニケーションが非効率となった場合があった。

・ＴＳＯＬにおいて頻繁に現場チームのキーマンが入れ替わる等により，最適化計画

や運営基盤システムのアーキテクチャへの理解が十分でなく，設計現場に的確な指

示ができていない場合があった。

○提言
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・各種会議体の役割・責務を明確にした上で，どのような案件をどの会議体で扱うの

か標準管理要領等としてルール化し，その運用を徹底すること。さらに，情報シス

テム室と原課との間では解決できない課題・問題について，どのようなプロセスに

より，本プロジェクトの統括責任者までエスカレーションするのか標準管理要領等

としてルール化し，その運用を徹底すること。

・前述の「ＴＳＯＬの体制と役割」に対する「提言」40と関連して，最適化計画や運

営基盤システムのアーキテクチャの内容，設計書等に関する知識移転を現場チーム

のリーダーやキーマン（下請会社も含む）に実施するためのプロセスを標準管理要

領等としてルール化し，その運用を徹底すること。

・発注者と受注者との間の信頼関係を一層醸成させるためにも，特許庁のプロジェク

ト統括責任者等は，しかるべき会議体に積極的に参画して自らが指示を発するなど

により，プロジェクトリーダーとしてのコミットを明確に示すこと。

オ 評価管理

○現状の問題点

評価管理細則が運用されておらず，客観的かつ実質的な評価がないままプロジェク

トが進められている。例えば，特許庁におけるプロジェクトマネジメントの不十分な

点について，特許庁自身で議論すべき場がない。

○提言

評価管理細則の運用体制を明確にするとともに，前述の「発注者（特許庁）の体制

と役割」に対する「提言」41に記載されているように，外部の専門人材の活用を図り，

特許庁のプロジェクトマネジメントの不十分な点について提言を受けること。

カ その他

以上を踏まえてプロジェクト管理のルールを見直し，それに応じて標準管理要領等

40 ７６頁「○下請会社同士等業者同士の･･･」参照
41 ６９頁「○特許庁内の人材にとどまらず，･･･」参照
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を改定すること。また，改定した標準管理要領等を遵守すること。

第６ 調達の在り方

本プロジェクトにおける調達は，図８に示すように，「基盤機能」の設計・開発及び

「業務処理機能」であるＵＡ42の設計のための調達（ＴＳＯＬが受注）を先行させ，

ＵＡ開発を別途調達することとしており，ＵＡ開発は，更に基幹業務機能と周辺業務

機能とに分離して調達する分離調達のかたちをとっている。

図８：最適化プロジェクトにおける分離調達の単位

分離調達の下で，プロジェクトを着実に遂行していくためには，今後参画するＵＡ

開発担当業者は，単にＴＳＯＬが作成したＵＡ設計書に沿った開発のみを行うという

ことではなく，次に掲げる点に十分留意しつつ，特許庁及びＴＳＯＬと一体となって

プロジェクトを進めていくことが不可欠である。

・最適化計画の目的に沿った開発を行えるよう，最適化計画の内容や運営基盤シス

テムのアーキテクチャを十分に理解する。

・システム全体稼働の確認において問題等が発生した際は，責任範囲の切り分けに

積極的に協力し，ＴＳＯＬと密に連携して迅速に問題解決に当たる。

42 ５０頁脚注１１参照
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・「進捗管理」，「コミュニケーション管理」，「課題・問題管理」等に係るプロジェク

トマネジメントは，前述43の改定される統一的なルールに従って進める。

これらの点に加え，本報告書の第４～第５で既に述べた本プロジェクトにおける問

題点等も踏まえ，今後の調達の在り方について，以下のとおり提言する。

１ ＵＡ開発担当業者に係る調達について

（１）分離調達における分離単位の見直し

システムのアーキテクチャとして機能的に分離したものをそのまま調達単位として

分離するかどうかは，プロジェクトのあらゆる要素を勘案して決定することが必要で

ある。

本プロジェクトにおける，基幹業務機能と周辺業務機能の調達については，分離調

達とされているところ，これらの機能の関連性は設計上密接なものとなっており，同

一ベンダで同時に開発させた方がより効率的である。加えて，本プロジェクト全体の

進捗が遅延している状況下において，担当ベンダが複数となることによるマネジメン

ト上のリスクを最小化し，着実にプロジェクトを遂行するためには，同一ベンダで同

時に開発させることが必要である。

以上のことから，本プロジェクトにおいては，基幹業務機能と周辺業務機能の設計

のベースとなり開発内容・範囲を確定させる業務の可視化資料（業務要件）を最終化

し，基幹業務機能と周辺業務機能のＵＡ開発担当業者を一括して調達すべきである。

なお，今回のプロジェクトでは，ＵＡ設計とＵＡ開発の調達を分離することとした

ため，開発工程で手戻りが生じないように，極めて完成度の高い設計書をＵＡ開発担

当業者に引き継ぐ必要があり，設計工程に想定以上の期間を要することとなった。ま

た，開発工程では，ＴＳＯＬの設計内容をＵＡ開発担当業者に知識移転するための期

間や工数も必要となる上，設計と開発の不整合によるエラー等の不具合に関する責任

範囲の切り分けに労力が費やされることも懸念される。

したがって，今後の政府調達においては，設計・開発工程を更に分離する場合は，

 
43 ７９～８２頁第５－５（２）参照



84

リスク等を十分に分析するなど特に慎重を期する必要がある。

（２）意見招請における応札候補業者とのコミュニケーション

ＵＡ調達の手続を円滑に行うために，意見招請に際しては，応札候補業者が最適化

計画の内容や運営基盤システムのアーキテクチャを的確に理解できるよう，また，特

許庁やＴＳＯＬと一体となってプロジェクトを進めていけるよう，業務の可視化資料

やプロジェクトマネジメントに関する要件，業者間の協働関係形成に係る取決め等，

必要な資料を十分に提供するとともに，応札候補業者からの意見・質問等に対しても，

具体的かつ詳細な情報を提供することが重要である。

例えば，意見招請時の全体説明会の他，必要に応じて，個別説明会を開催するなど，

応札候補業者とのコミュニケーションを密に図ることなどの工夫が必要である。併せ

て，意見招請の期間は，政府調達ルールの最短期間である２０日と形式的に定めるの

ではなく，適切な期間を設定すべきである。

（３）適切なＵＡ開発期間の確保

ＵＡ開発期間については，新たに参画するＵＡ開発担当業者が，最適化計画の内容，

運営基盤システムのアーキテクチャ，及び設計内容について十分理解するために，設

計開発担当業者であるＴＳＯＬから引き継ぎを受けるための期間を適切に確保する必

要がある。また，ＵＡ開発期間の妥当性を十分に検証すべきである。

２ 総合評価落札方式に係る技術評価の在り方について

（１）技術評価について

ア 最適化計画の理解度に関する評価

ＵＡ開発担当業者は，最適化計画の内容や運営基盤システムのアーキテクチャを十

分に理解することが求められる。したがって，総合評価における技術評価においては，

最適化計画の内容についての理解度を評価することが必要である。

イ マネジメント能力に関する評価

ＴＳＯＬが受注した設計開発担当業者の調達時において，「大規模かつ複雑なシステ
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ム設計・開発を実現するマネジメント能力」の技術評価の配点が低く設定されていた。

他方，ＵＡ開発は大規模なものであり，そのプロジェクトマネジメント能力はプロジ

ェクト全体の成否に大きく影響する。

したがって，ＵＡ開発担当業者においても，総合評価における技術評価においては，

「コミュニケーション管理」，「課題・問題管理」等44に係るマネジメント能力を重視

して評価することが必要であるとともに，これらマネジメントを行うためのプロジェ

クト実施体制が適切なものであるかどうかも厳格に評価すべきである。

（２）技術点：価格点の配分について

総合評価落札方式においては，技術点：価格点の配分は，原則１：１であるところ，

技術力の高い業者が必要な場合は，技術点の比率を高く設定すればよいとの議論があ

る。 
確かに，比率を高くすればするほど技術力を評価できるようにはなるものの，価格

点や技術点の評価手法にも大きく依存するため，単純に技術点の比率を高くしても，

技術力の高い業者を選定できるとは限らない。

したがって，ＵＡ開発担当業者の調達においては，技術点：価格点の配分の在り方

のみを検討するのではなく，前述の最適化計画の理解度やマネジメント能力等の評価

の観点について検討するなど，技術評価の方法を抜本的に見直すべきである。 
また，落札者の技術力に懸念する事項があれば，どのようにフォローしていくかを

プロジェクトスタート時に当該業者と十分に協議・調整することが重要である。

（３）低入札価格調査制度の調査の在り方について

設計開発担当業者の調達における落札業者の入札価格は，低入札価格調査制度に基

づく調査基準額に満たないものであった。このため，特許庁は，契約履行能力を調査

したが，その調査は，技術力（プロジェクト実施体制やマネジメント能力等）よりも

入札価格の積算根拠や他の請負契約の履行状況，同社の財務状況に重点が置かれたも

のであった。

現在，プロジェクトの進捗が遅延している状況に鑑みれば，契約履行能力の評価に

際して，技術力の評価が必ずしも十分ではなかった可能性がある。

44 ７９～８２頁第５－５（２）参照
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仮に，ＵＡ開発担当業者の調達において，低入札価格調査制度が適用されることと

なった場合には，対象となる業者の技術評価について再度精査する必要がある。

また，今後のためにも，予算決算及び会計令第８６条第１項の「その者により当該

契約の内容に適合した履行がされないおそれ」に該当する場合をより明確にしていく

ための検討も進める必要がある。

３ 契約に関する留意事項

（１）協働関係形成のための取決め

今後の開発工程においては，ＴＳＯＬ，ＵＡ開発担当業者，ハードウェア納入業者，

運用管理サービス担当業者等が一体となってプロジェクトを進めていくこととなる。

このような体制の下では，例えば，ある業者が問題の解決に協力せず，責任回避を

繰り返すこととなれば，その問題の解決が進まず，プロジェクトの円滑な遂行に著し

く支障を来たすこととなる。

したがって，業者間で調整すべきことについて，その役割・責任を明確にし，業者

間で連携協力して問題の解決に当たることが必要であり，また，特許庁自らも，発注

者としての責任と権限で課題を解決することが求められる。

これを担保する体制を構築するためには，業者間の協働関係を形成するための契約

上の取決めが有効であり，「情報システムに係る政府調達の基本指針 実務手引書」（２

００７年（平成１９年）７月１日総務省行政管理局）の「情報システム設計・開発等

の請負に関する特約書」や「協働関係形成に係る取決め書」等を参考として，各業者

との間で必要な取決めを行うべきである。

（２）再委託

本プロジェクトにおいては，ＴＳＯＬの再委託先である下請会社も参画して設計作

業を進めてきたが，下請会社における作業の進捗や品質等を適切にコントロールでき

ていない場合があった。

したがって，今後，プロジェクトを適切に運営していくためには，下請会社も含め

たマネジメントの徹底が重要となる。
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下請会社を参画させる場合には，特許庁は，例えば，次のような条件を提示し，そ

れを基に下請会社の参画の可否を判断すべきである。

・下請会社の要員（特に現場のリーダーやサブリーダー）に対する次の事項に関す

る教育を実施すること

－最適化の目的，新たなアーキテクチャ，設計の内容等

－「進捗管理」，「コミュニケーション管理」，「課題・問題管理」等のマネジメ

ントルール

－業者間が連携協力して作業する協働関係の下で従事するということ

・下請会社の要員を現場のリーダーやサブリーダーとする場合は，原則として，短

期で離任しない者を選任し人事を固定化すること

第７ まとめ

当委員会としては，今回，限られた時間ではあったが，本プロジェクトの意義・必

要性，アーキテクチャ，６月３０日に提出された「設計成果物」の検証等を実施した。

（評価）

特許庁の新たな最適化プロジェクトは，審査審判等の迅速化・効率化をもたらすの

みでなく，特許庁による法制度改正や柔軟なサービス向上を最小限のコストで迅速に

実現することにより，知的財産制度のユーザである産業界，大学，研究機関等の多く

の関係者にとっても大きな利便性の向上をもたらす重要な事業である。

これまで計画遅延が生じたが，昨年４月以降の原因分析，設計アプローチの変更，

設計体制強化等によって徐々に改善傾向にあることが認められ，今回提出された「設

計成果物」についても，解消すべき残件はあるものの，概ね今後のプログラム開発の

土台となり得るものであり，プロジェクト再開は可能であると認められる。

（今後の課題）
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しかしながら，本プロジェクトは今後，ＵＡ調達，ハードウェア調達，データセン

タ調達等の複数の調達を行うことにより，更に多くのベンダが参画し，発注者とこれ

らのベンダが相互に協力連携していくことで初めてシステム全体の稼働が可能となる

という意味で，今後の課題はこれまで以上に大きい。例えば，特定の瑕疵に起因しシ

ステムが稼働できないような場合に，複数のベンダが自社の責任回避行動のみ優先す

れば瑕疵の原因究明も進まず，結果的にプロジェクトの再遅延が発生してしまうこと

も懸念される。

このような事態を回避するためには，特許庁，ＴＳＯＬ及びアクセンチュアの三者

（以下「三者」という。）が，今後各々が果たすべき役割・責任を改めて確認し，プロ

ジェクトを確実に実現するために必要な体制を早急に整備することが不可欠である。

したがって，当委員会としては，三者に対して，ＵＡ調達を再開する前に，本報告

書の提言中，緊急性の高い下記の点について，具体的な改善措置を確立することを求

める。

なお，これに当たっては，三者は，本システムの稼働をこれ以上遅らせることは，

我が国の産業界を始め多くのユーザに不利益をもたらし，知財制度という我が国産業

競争力の基盤を揺るがせかねないものであるということに十分に留意すべきである。

①適切な開発計画の策定

三者は，「設計成果物」の残件の規模について早急に徹底的な把握を行い，解消に

向けた確実な計画を立てること。また，今後の開発規模を正確に見積もり，開発規

模に見合った適正なスケジュールを構築し，最適化計画の見直しを実施すること。

②複数ベンダによる開発に向けた連携の強化

三者は，今後の調達に向け，複数のベンダが円滑に連携協力できる仕組みを契約

面，予算面等の観点を含め十分検討し確立すること（「プロジェクト憲章」の策定に

よる役割・責任の明確化等）。また，ＴＳＯＬは，プライムベンダとして複数のベン

ダを牽引するに必要な人材について，社外からの調達も含めその確保に確実な目処

をつけること。

③外部有識者による監視体制の整備
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特許庁は，独立性の高い外部有識者が本システム開発の進捗状況等を定期的に監

査する体制を整備すること。上記改善措置については，当該外部有識者に適時に報

告すること。



＜別表１－１＞

番号 日付 企業名 経路 金額（円）
1 2004/5/18 東芝ソリューション 三軒茶屋～小田原 25,220

2 2004/5/20 東芝ソリューション 東大島～小田原 31,540

3 2005/4/1 東芝ソリューション 赤坂～金沢文庫～小田原 46,210

4 2005/8/10 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 40,380

5 2005/8/16 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 43,690

6 2005/8/23 ＮＴＴデータ 虎ノ門～小田原 30,420

7 2005/9/15 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 39,160

8 2005/9/23 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 40,600

9 2005/9/30 ＮＴＴデータ 新橋～小田原 27,400

10 2005/10/21 ＮＴＴデータ 新橋～小田原 27,690

11 2005/11/2 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 46,790

12 2005/11/5 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 42,620

13 2005/11/11 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 36,760

14 2005/11/16 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 33,090

15 2005/12/8 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 27,010

16 2006/1/11 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 32,150

17 2006/1/28 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 43,030

18 2006/2/18 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 30,920

19 2006/3/9 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 33,010

20 2006/3/31 ＮＴＴデータ 東新橋～小田原 41,750

21 2006/4/14 ＮＴＴデータ 虎ノ門～小田原 27,180

22 2006/8/1 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 44,110

23 2006/8/21 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 41,890

24 2006/9/5 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 46,720

25 2006/9/21 ＮＴＴデータ 虎ノ門～小田原 56,030

26 2006/12/5 ＮＴＴデータ 丸の内～小田原 38,170

27 2007/1/18 ＮＴＴデータ 神田松永町～小田原 31,840

28 2007/3/22 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 26,520

29 2007/4/3 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 44,910

30 2007/8/29 ＮＴＴデータ 霞ヶ丘町～小田原 29,250

31 2007/11/21 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 27,200

32 2008/1/30 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 44,800

33 2008/2/12 ＮＴＴデータ 築地～小田原 31,210

34 2008/3/19 ＮＴＴデータ 外神田～小田原 43,040

35 2008/3/21 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 31,960

36 2008/3/27 ＮＴＴデータ 新橋～小田原 47,120

37 2008/3/31 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 52,260

38 2008/4/15 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 38,850

39 2008/5/22 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 29,350

40 2008/5/30 ＮＴＴデータ 中野～小田原 60,930

41 2008/6/23 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 38,250

42 2008/6/26 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 37,450

43 2008/7/1 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 51,040

44 2008/7/3 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 48,390

45 2008/7/12 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 44,400

46 2008/7/22 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 46,730

47 2008/8/9 ＮＴＴデータ 赤坂～小田原 41,650

48 2008/8/12 ＮＴＴデータ 西新橋～小田原 29,590

49 2008/8/14 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 37,130

50 2008/8/26 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 48,760

51 2008/9/3 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 36,960

52 2008/9/8 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 49,260

53 2008/9/16 ＮＴＴデータ 東新橋～小田原 48,970

54 2008/9/24 日立 銀座～小田原 28,990

55 2008/9/30 ＮＴＴデータ 王子～小田原 56,140

56 2008/10/10 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 33,720

57 2008/10/17 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 34,470

58 2008/11/15 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 30,890

59 2008/12/10 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 28,860



＜別表１－１＞

番号 日付 企業名 経路 金額（円）
60 2008/12/18 ＮＴＴデータ 外苑前～小田原 30,400

61 2008/12/25 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 34,800

62 2009/1/13 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 46,610

63 2009/4/15 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 29,270

64 2009/5/1 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 30,080

65 2009/6/9 ＮＴＴデータ 銀座～小田原 39,460

66 2009/6/25 ＮＴＴデータ 外苑前～小田原 32,180

67 2009/7/28 ＮＴＴデータ 銀座～神宮前～鶴見～小田原 48,040

68 2009/8/26 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 47,540

69 2009/9/24 ＮＴＴデータ 六本木～菊名～小田原 40,650

70 2009/10/10 ＮＴＴデータ 神宮前～小田原 29,430

71 2009/11/27 ＮＴＴデータ 六本木～神宮前～小田原 30,810

合計： 2,723,700



＜別表１－２＞

番号 日付 企業名 飲食の場所・種別 総額（円）
一人当たり
金額（円）

1 2004/5/18 東芝ソリューション 赤坂、居酒屋 14,460 4,820

2 2005/4/1 東芝ソリューション 赤坂、バー 15,200 2,533

3 2005/11/29 東芝ソリューション 銀座、焼肉屋 12,999 6,499

4 2005/11/29 東芝ソリューション 築地、洋食屋 14,080 7,040

5 2007/1/24 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 14,800 7,400

6 2008/6/24 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 14,800 4,933

7 2008/6/26 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 68,670 17,167

8 2008/9/24 日立 銀座、居酒屋 29,350 9,783

9 2008/12/11 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 47,080 23,540

10 2008/12/18 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 11,960 2,990

11 2009/6/25 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 28,380 14,190

12 2009/7/28 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 26,950 13,475

13 2009/9/24 ＮＴＴデータ 六本木、クラブ 62,400 31,200

14 2009/10/9 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 24,000 12,000

15 2009/11/27 ＮＴＴデータ 神宮前、ワインバー 15,000 7,500

合計： 165,070



＜別表２－１＞

番号 日付 企業名 経路 金額（円）
1 2005/8/26 日立 銀座～野庭団地 17,000

2 2005/10/28 日立 赤坂～横浜 18,260

3 2005/11/14 東芝ソリューション 赤坂～王子 7,290

4 2005/11/17 東芝ソリューション 赤坂～王子 7,690

5 2005/12/26 東芝ソリューション 浜松町～王子五丁目 7,830

6 2006/1/13 日立 錦糸町～さいたま 3,680

7 2006/1/13 日立 虎ノ門～扇橋 3,140

8 2006/1/18 日立 虎ノ門～王子 5,700

9 2006/1/19 東芝ソリューション 赤坂～王子～高円寺 5,210

10 2006/2/23 東芝ソリューション 浜松町～王子～高円寺 7,830

11 2006/3/16 東芝ソリューション 浜松町～王子～高円寺 7,830

12 2006/3/24 東芝ソリューション 浜松町～王子～高円寺 7,830

13 2006/4/7 東芝ソリューション 西新橋～王子～高円寺 5,700

14 2006/4/11 東芝ソリューション 赤坂～王子 5,210

15 2006/4/12 日立 銀座～さいたま 4,730

16 2006/4/20 東芝ソリューション 内幸町～王子～高円寺 4,730

17 2006/4/27 東芝ソリューション 内幸町～王子～高円寺 4,730

18 2006/5/11 東芝ソリューション 六本木～王子 7,290

19 2006/5/16 東芝ソリューション 内幸町～王子 4,730

20 2006/7/6 東芝ソリューション 浜松町～王子～高円寺 7,830

21 2006/8/9 日立 赤坂～さいたま 5,210

22 2006/8/23 東芝ソリューション 赤坂～北区王子 7,050

23 2006/8/30 東芝ソリューション 霞ヶ関～王子 6,410

24 2006/9/13 東芝ソリューション 六本木～王子 6,330

25 2006/11/22 東芝ソリューション 大門～王子 8,170

26 2006/11/30 東芝ソリューション 赤坂～王子～金沢文庫 5,210

27 2007/11/1 東芝ソリューション 赤坂～王子～高円寺 5,210

合計： 187,830



＜別表２－２＞

番号 日付 企業名 飲食の場所・種別 総額（円）
一人当たり
金額（円）

1 2004/7/26 東芝ソリューション 新橋、居酒屋 15,372 5,124

2 2005/1/28 東芝ソリューション 銀座、居酒屋 24,254 6,063

3 2005/5/25 日立 赤坂、居酒屋 34,122 4,874

4 2005/8/26 日立 銀座、居酒屋 27,130 6,782

5 2005/10/14 東芝ソリューション 赤坂、居酒屋 10,000 5,000

6 2005/10/14 東芝ソリューション 赤坂、洋食 23,600 11,800

7 2005/10/28 日立 赤坂、居酒屋 30,206 6,041

8 2005/11/30 日立 赤坂、居酒屋 33,720 4,215

9 2005/12/27 日立 赤坂、居酒屋 29,210 9,736

10 2006/1/18 日立 新橋、居酒屋 10,470 5,235

11 2006/2/15 東芝ソリューション 銀座、居酒屋 35,228 11,742

12 2006/2/23 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 12,038 3,009

13 2006/3/16 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 18,264 3,652

14 2006/4/6 東芝ソリューション 内幸町、居酒屋 17,630 2,938

15 2006/4/12 日立 銀座、居酒屋 57,160 9,526

16 2006/4/20 東芝ソリューション 内幸町、居酒屋 29,410 4,901

17 2006/5/11 東芝ソリューション 赤坂、バー 6,800 3,400

18 2006/5/11 東芝ソリューション 六本木、クラブ 14,400 7,200

19 2006/5/16 東芝ソリューション 内幸町、和食 16,522 3,304

20 2006/5/30 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 15,373 5,124

21 2006/6/20 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 16,260 5,420

22 2006/6/20 東芝ソリューション 六本木、クラブ 67,650 11,275

23 2006/7/6 東芝ソリューション 芝大門、居酒屋 13,730 2,746

24 2006/8/9 日立 赤坂、居酒屋 24,639 12,319

25 2006/8/22 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 14,046 4,682

26 2006/11/6 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 11,550 3,850

27 2006/11/21 東芝ソリューション 虎ノ門､居酒屋 34,023 5,670

28 2006/11/22 東芝ソリューション 浜松町、カラオケ 14,018 2,336

29 2007/11/1 東芝ソリューション 赤坂、バー 23,200 5,800

30 2008/6/11 東芝ソリューション 銀座、ビアホール 15,220 7,610

31 2009/2/4 日立 王子、居酒屋 23,000 7,666

32 2009/4/22 日立 王子、居酒屋 22,000 7,333

33 2009/9/9 東芝ソリューション 芝浦、居酒屋 18,620 3,103

合計： 199,476



＜別表３－１＞

番号 日付 企業名 経路 金額（円）
1 2006/4/6 東芝ソリューション 内幸町～金沢文庫～杉田 20,500

2 2006/4/11 東芝ソリューション 赤坂～金沢文庫 20,700

3 2006/4/12 日立 銀座～金沢文庫 22,270

4 2006/4/15 東芝ソリューション 赤坂～金沢文庫 20,630

5 2006/4/20 東芝ソリューション 内幸町～金沢文庫～杉田 20,500

6 2006/4/25 東芝ソリューション 六本木～金沢文庫 18,010

7 2006/5/16 東芝ソリューション 内幸町～金沢文庫 20,500

8 2006/5/19 東芝ソリューション 大門～金沢文庫 19,070

9 2006/5/26 東芝ソリューション 大門～金沢文庫 19,290

10 2006/7/3 東芝ソリューション 駅前本町～金沢区泥亀 12,180

11 2006/7/6 東芝ソリューション 大門～金沢文庫 21,940

12 2006/7/10 東芝ソリューション 川崎～金沢八景 12,140

13 2006/7/20 東芝ソリューション 品川～金沢文庫 18,580

14 2006/8/1 東芝ソリューション 堀川町～泥亀 15,060

15 2006/8/5 東芝ソリューション 川崎駅～金沢文庫 12,960

16 2006/8/11 東芝ソリューション 蒲田～金沢文庫 17,830

17 2006/8/16 東芝ソリューション 蒲田～金沢文庫 15,210

18 2006/8/21 東芝ソリューション 堀川町～金沢八景 15,200

19 2006/8/22 東芝ソリューション 赤坂～金沢文庫 21,610

20 2006/11/28 東芝ソリューション 赤坂～金沢文庫 18,650

21 2006/11/30 東芝ソリューション 赤坂～王子～金沢文庫 32,100

22 2006/12/4 東芝ソリューション 大門～金沢文庫 16,920

合計： 411,850



＜別表３－２＞

番号 日付 企業名 飲食の場所・種別 総額（円）
一人当たり
金額（円）

1 2006/4/6 東芝ソリューション 内幸町、居酒屋 17,630 2,938

2 2006/4/12 日立 銀座、居酒屋 57,160 9,526

3 2006/4/20 東芝ソリューション 内幸町、居酒屋 29,410 4,901

4 2006/4/25 東芝ソリューション 赤坂、韓国居酒屋 12,600 4,200

5 2006/5/16 東芝ソリューション 内幸町、和食 16,522 3,304

6 2006/5/19 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 26,151 6,537

7 2006/5/24 東芝ソリューション 川崎、居酒屋 19,390 6,463

8 2006/5/25 東芝ソリューション 芝大門、居酒屋 22,610 4,522

9 2006/5/30 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 15,373 5,124

10 2006/6/20 東芝ソリューション 六本木、クラブ 67,650 11,275

11 2006/7/3 東芝ソリューション 川崎、居酒屋 11,520 3,840

12 2006/7/6 東芝ソリューション 芝大門、居酒屋 13,730 2,746

13 2006/7/10 東芝ソリューション 川崎東、居酒屋 15,270 3,817

14 2006/7/20 東芝ソリューション 品川、居酒屋 11,830 3,943

15 2006/8/22 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 14,046 4,682

16 2006/11/21 東芝ソリューション 虎ノ門､居酒屋 34,023 5,670

17 2006/11/28 東芝ソリューション 赤坂、バー 6,200 2,066

18 2006/12/4 東芝ソリューション 浜松町、居酒屋 13,321 3,330

19 2009/2/4 日立 王子、居酒屋 23,000 7,666

20 2009/4/22 日立 王子、居酒屋 22,000 7,333

21 2009/9/9 東芝ソリューション 芝浦、居酒屋 18,620 3,103

合計： 106,986


